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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月

売上高 (千円) － 5,856,559 6,200,937 6,764,051 6,539,867

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) － △53,822 102,145 106,463 △790,646

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) － △57,211 27,735 74,147 △908,447

包括利益 (千円) － △66,344 27,274 90,544 △903,529

純資産額 (千円) － 156,871 184,146 1,135,810 232,281

総資産額 (千円) － 2,165,692 2,046,792 2,955,046 2,338,187

１株当たり純資産額 (円) － 150.26 176.39 808.98 165.44

１株当たり当期純利益金額又は
当期純損失金額（△）

(円) － △54.80 26.57 66.07 △647.04

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) － － － 64.91 －

自己資本比率 (％) － 7.2 9.0 38.4 9.9

自己資本利益率 (％) － － 16.3 11.2 －

株価収益率 (倍) － － － 27.3 －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △298,415 162,843 △29,084 △322,513

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △101,708 △104,893 △132,339 △155,676

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △408,123 △241,951 772,419 402,575

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － 522,882 338,779 947,815 871,658

従業員数
（外、平均臨時雇用者数）

(名) －
296 262 296 220

（－） （27） （42） （30）
 

EDINET提出書類

夢展望株式会社(E27615)

有価証券報告書

 2/95



 

(注) １  当社は、第14期より連結財務諸表を作成しております。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第14期及び第17期は１株当たり当期純損失であり、

また第15期は新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。

４ 第14期及び第17期の自己資本利益率については当期純損失金額を計上しているため記載しておりません。

５ 第14期及び第15期の株価収益率については当社株式が非上場であったため、記載しておりません。また、第

17期の株価収益率については、１株当たり当期純損失金額であるため記載しておりません。

６ 第14期の平均臨時雇用者数は、その総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略しております。

７ 第14期、第15期、第16期及び第17期の連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定

に基づき、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

８  第15期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号  平成22年６月30日

公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号  平成22年６月30日）

を適用しております。

当社は平成25年４月１日付で１株につき300株の株式分割を行いましたが、第14期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）及び潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月

売上高 (千円) 5,770,127 5,333,906 5,363,859 5,696,703 4,974,356

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 48,907 12,479 168,794 106,704 △908,195

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 47,357 10,417 49,119 80,811 △993,937

資本金 (千円) 161,625 161,625 161,625 592,185 592,185

発行済株式総数 (株) 3,480 3,480 3,480 1,404,000 1,404,000

純資産額 (千円) 215,363 225,780 274,900 1,216,831 222,894

総資産額 (千円) 2,399,316 2,048,130 1,980,964 2,814,343 2,168,676

１株当たり純資産額 (円) 61,886.08 216.27 263.31 866.69 158.76

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
－ － － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

(円) 13,608.38 9.98 47.05 72.01 △707.93

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － 70.74 －

自己資本比率 (％) 9.0 11.0 13.9 43.2 10.3

自己資本利益率 (％) 24.7 4.7 19.6 10.8 －

株価収益率 (倍) － － － 25.0 －

配当性向 (％) － － － － －

従業員数
（外、平均臨時雇用者数）

(名)
138 112 107 125 144

（－） （－） （24） （24） （30）
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(注) １ 第13期から第15期までは潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありま

すが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。また、第

17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失金額であるため記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第17期の自己資本利益率については、当期純損失金額を計上しているため記載しておりません。

４ 第13期から第15期までは株価収益率については当社株式が非上場であったため、記載しておりません。ま

た、第17期の株価収益率については、１株当たり当期純損失金額であるため記載しておりません。

５ 平均臨時雇用者数は、第14期まで記載を省略しておりましたが、第15期においてその総数が従業員数の100

分の10以上となったため、（ ）内に外数で記載しております。

６ 第14期、第15期、第16期及び第17期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づき、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けておりますが、第13期の財務諸表につきましては、監査

を受けておりません。

７ 第15期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日

公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号 平成22年６月30日）

を適用しております。

　　　当社は平成25年４月１日付で１株につき300株の株式分割を行いましたが、第14期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額を算定しております。
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２ 【沿革】

当社は、平成10年５月14日に大阪府箕面市において雑貨の企画製造管理を目的にドリームビジョン株式会社として

設立いたしました。

その後、平成17年９月に本社を大阪府池田市に移転し、衣料品販売に特化したインターネット販売事業を継続して

まいりました。その中で、当社店舗名として知名度の高かった“夢展望”を平成20年６月付けで、当社社名として採

用し、現在に至っております。

当社設立以後の企業集団に係る経緯は、次の通りであります。

年月 事項

平成10年５月 大阪府箕面市において、ドリームビジョン株式会社を設立（資本金10百万円）

平成10年５月 玩具・雑貨販売事業を開始

平成15年４月 当社販売網の拡大を目的として、楽天市場に出店

平成17年２月 当社販売網の拡大を目的として、ビッダーズに出店

平成17年６月 当社販売網の拡大を目的として、ヤフーショッピングに出店

平成17年７月 衣料品販売事業を開始

平成17年９月 本社を大阪府箕面市から大阪府池田市城南に移転

平成17年12月 自社サイトでの衣料品販売事業の開始

平成18年２月
販売店舗の拡大のため、衣料品販売を事業とする有限会社ドリームスクウェアの持分
100％を取得

平成19年２月 経営の効率化を目的として、子会社である有限会社ドリームスクウェアを吸収合併

平成19年２月
玩具・雑貨販売事業の強化のため、玩具・雑貨販売を事業とする夢新開發（香港）有限
公司株式の100％を取得

平成19年11月 東京都渋谷区に東京支店を開設

平成20年６月 当社社名を夢展望株式会社に変更

平成20年６月 本社を大阪府池田市石橋に移転

平成20年７月 グループの業務効率化を図るため、夢展望貿易（深圳）有限公司を中国広東省に設立

平成20年９月 東京支店を東京都港区北青山に移転

平成21年１月 当社プリンセス館及びグラマラス館  オープン

平成21年３月 当社ガーリーカジュアル館  オープン

平成21年７月 当社販売網の拡大を目的として、夢展望（台湾）有限公司を台湾に設立

平成21年11月 当社キッズ館  オープン

平成22年２月 当社キレイ館  オープン

平成24年６月 クルーズ株式会社の総合ＥＣサイトである「ＣＲＯＯＺＭＡＬＬ」への卸売開始

平成24年10月 カラーコンタクトレンズの販売を開始

平成24年11月 グループの業務効率化を図るため、南通佳尚服装有限公司を中国江蘇省に設立

平成25年１月 ＱＶＣでのテレビショッピング通信販売開始

平成25年７月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

平成25年12月 東京支店を東京都渋谷区道玄坂に移転

平成26年７月 大阪梅田ＨＥＰ　ＦＩＶＥに実店舗開店

平成26年９月 東京池袋ＰＡＲＣＯに実店舗開店
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社４社（夢新開發（香港）有限公司、夢展望貿易（深圳）有限公司、夢展望

（台湾）有限公司、南通佳尚服装有限公司）の計５社で構成されており、衣料品販売事業、玩具・雑貨販売事業を主

な事業として取り組んでおります。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分であり、それぞれの事業の内

容は以下の通りです。

 

(1) 衣料品販売事業

当社グループは、10代後半から30代前半の女性をターゲットとする衣料品・靴及び雑貨等ファッション関連商品

の販売をメインの事業として、主にＳＰＡ（Speciality Store Retailer of Private Label Apparel）の方法によ

り展開しております。

当事業の特徴としましては、インターネット通信販売で展開しており、スマートフォン等のモバイル端末から手

軽に購入でき、かつ、安価で流行にいち早くマッチした商品を、お客様に適時に提供している点にあります。

当社グループは、自社でスタジオを保有し、商品撮影、画像加工、WEBページのアップまでを一貫して行っており

ます。それにより、商品企画からお客様にWEBページをご覧いただくまでの期間を短縮し、より鮮度の高い商品情報

で訴求することが可能となっております。

また、商品企画を行うバイヤー・デザイナーの９割以上がお客様と同世代の女性社員であるため、マーケットを

捉えた商品を適時に提供するのみならず、トレンドにあった新ブランドを開発できる体制（マルチブランド戦略）

を構築しております。

そして、当社グループでは近年のスマートフォンの急速な普及に着目し、スマートフォン利用者に対するサービ

スを拡充しており、自社サイトにおけるスマートフォンからの購入率が売上高の85.8％を占めており（平成26年9月

末現在）、継続して増加しております。

当社グループ企画のスマートフォンアプリである「夢コレ」では、当該アプリによりお客様自身が撮影したお客

様の写真に、当社グループの商品を着せ替えすることが可能となり、実店舗でしかできなかった試着を当社グルー

プ開発のアプリにより実現させることを可能としました。その他、商品検索やセール情報を入手でき、アプリ内で

商品購入できる「夢展望プラス」というアプリも提供しております。

また、当社グループは、オムニチャネル戦略の一環として、実店舗販売にも取り組んでおります。当社グループ

のインターネット通信販売における認知度を実店舗への集客につなげると共に、インターネット通信販売で購入を

ためらっていた潜在顧客に実店舗での購入機会が安心感を与え、その後のインターネット通信販売での購入障壁を

下げる等、新規顧客獲得の相乗効果を見込んでおります。そして、インターネット通信販売の既存顧客に対して

も、実店舗という購入手段の選択肢を拡げるだけでなく、「店頭取り寄せ・試着サービス」の導入といった顧客の

満足度と利便性を高める施策を推し進め、購買機会の最大化を図っております。

このように、当社グループは、お客様にお買い物を楽しんでいただくことをモットーに、安価で、流行にマッチ

した商品を、日々進化するスマートフォン等のモバイル端末を活用したインターネット通信販売を通じて提供し、

時代の変化を機会としながらより一層の顧客サービスの充実、さらなる事業の発展に努めてまいります。
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当事業で展開しているブランド構成は以下のとおりです。

ブランド名 特  徴

ニューリーミー
トレンドに敏感で、「いつも新しい自分でいたい」という女性を対象に、幅広いライン
ナップでトレンドを意識したスタイリングを提案。

ディアブルベーゼ 程よい露出でメリハリをきかせた女性らしいラインを提案。

ディアマイラブ 男の子が連れて歩きたくなる上品キュートなフェミニンスタイルを提案。

チェリック
自分らしさを大切にし、オシャレが好きな女性のためのカジュアルブランド。
デイリー性のあるカジュアルなアイテムとその時々のトレンドアイテムをミックスし“遊
び心”のあるワクワクする商品とスタイルを提案。

リュイティ
シルエットにこだわり、あくまでも自分らしく、さりげなくトレンドを取り入れたスーツ
スタイルを展開するブランド。現代女性の多彩なライフシーンに合うラインナップを提
案。

プランプリモ
３Ｌ～６Ｌを基本サイズとしたぽっちゃりした女性に向けたブランド。
 「ぷにモテstyle」でぽっちゃりとした女性ならではの魅力を最大限に引き出せるモテ
styleを提案。

モンリリィ
「甘くて、かわいい　女の子のファッション絵本。」をテーマに、10代後半～20代の女性
から支持を集めている、株式会社徳間書店から発行されているファッション誌『LARME（ラ
ルム）』とのコラボレーションブランド。

リナムール
思わず笑顔がこぼれるようなかわいいディティールを取り入れつつも、大人ＬＡＤＹのき
ちんと感を残した、いつまでも輝いていたい女性の為に贈るブランド。

ルナク
「個性派・ストリート・モード・スポーティ・海外」をキーワードに、ストリートカル
チャーを好んでいる自由奔放な女性の為のブランド。

 

（主な関係会社）当社、夢新開發（香港）有限公司及び夢展望貿易（深圳）有限公司

(2) 玩具・雑貨販売事業

当事業においては、国内玩具メーカーからの発注に基づき、玩具製品を主に中国の協力工場より仕入れ、夢新開

發（香港）有限公司より玩具メーカー向けに販売しております。当社グループは創業以来中国において雑貨の企画

製造管理を行ってきたことから、中国現地での生産管理及び仕入についてのノウハウを有しております。当事業で

は、そのノウハウを活かし、仕入先工場との連携をとりながら、仕入販売を行っております。

 

（主な関係会社）夢新開發（香港）有限公司

 

(3) その他事業

その他の事業として、広告販売事業、卸売事業、実店舗事業、コンタクトレンズ販売事業、健康食品販売事業、

週刊誌面通信販売事業及びアプリ開発事業を行っております。

広告販売事業は当社サイトにて衣料品及び服飾品等をご購入頂いたお客様に対して、当社商品送付時に広告元企

業の商品ＰＲのチラシ等を同梱することにより収入を得る事業となっております。また卸売事業は当社衣料品を事

業者向けに販売している事業、実店舗事業は当社衣料品を実店舗にて販売を行う事業、コンタクトレンズ販売事業

はコンタクトレンズの仕入販売を行う事業、健康食品販売事業はスムージー等の健康食品を販売する事業、週刊誌

面通信販売事業は週刊誌面上にて当社グループの商品を販売する事業、アプリ開発事業はスマートフォン用アプリ

を業務委託先とともに開発し配信する事業となっております。

 

（主な関係会社）当社
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　当社グループの事業系統図は以下のとおりであります。

 

 

（注）連結子会社夢展望（台湾）有限公司は、平成25年４月30日付で解散を決議し、平成26年11月26日に清算が結了し

ております。また、連結子会社南通佳尚服装有限公司は、平成26年２月３日付で解散を決議し、現地の法律に従い、必

要な手続きが完了次第、清算結了となる予定であります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）
夢新開發（香港）有限公司
（注）２,５

中国香港
10,020
千香港ドル

衣料品販売事業
玩具・雑貨
販売事業

100.0
役員の兼任１名
当社からの業務受託
当社への衣料品販売

（連結子会社）
夢展望貿易（深圳）有限公司
（注）２,４

中国広東省
6,946
千人民元

衣料品販売事業
100.0
(100.0)

役員の兼任１名
当社への衣料品販売
中国仕入製品の生産管理

（連結子会社）
夢展望（台湾）有限公司
（注）２,６

台湾
21,600
千台湾ドル

衣料品販売事業 100.0
役員の兼任１名
当社からの業務受託

（連結子会社）
南通佳尚服装有限公司
（注）４,７

中国江蘇省
750

千人民元
衣料品販売事業

100.0
(100.0)

役員の兼任１名
サンプル及び当社製品の
製造

 

(注) １  「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２  特定子会社に該当しております。

３  上記子会社のうちには、有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

４  議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数であります。

５　夢新開發（香港）有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 （1）売上高 1,322,450千円

 （2）経常利益 66,922千円

 （3）当期純利益 37,302千円

 （4）純資産額 194,207千円

 （5）総資産額 376,821千円
 

６ 平成25年４月30日に解散しており、平成26年11月26日に清算が結了しております。

７ 平成26年２月３日に解散しており、現地の法律に従い、必要な手続きが完了次第、清算結了となる予定であ

ります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

衣料品販売事業 189（26）

玩具・雑貨販売事業 ９（－）

その他事業 ５（２）

全社（共通） 17（２）

合計 220（30）
 

(注) １  従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員、契約社員）は年間の平均人数を（外

数）で記載しております。

２  全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

３　前連結会計年度末に比べ従業員数が76名減少しております。主な理由は、業務の効率化を行うために連結子

会社の南通佳尚服装有限公司の清算手続きを行っており、これに伴い衣料品販売事業関連の従業員数が減少

したことによるものであります。

 

(2) 提出会社の状況

平成26年９月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

144（30） 32.2 3.7 3,858
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

衣料品販売事業 122（26）

玩具・雑貨販売事業 －（－）

その他事業 ５（２）

全社（共通） 17（２）

合計 144（30）
 

(注) １  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、派遣社員、契約社員）は年間の平均人数を（外数）で記載しております。

２  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３  全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

４　前事業年度末に比べ従業員数が19名増加しております。主な理由は、業容の拡大に伴い期中採用が増加した

ことによるものであります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済・金融政策により、輸出企業を中心に企業収益の改善傾向が

顕著に表れ、また、消費税増税前の駆け込み需要等で個人消費が好調に推移するなど、景気は緩やかな回復基調で

推移しました。その一方で、欧州債務問題・新興国経済の減速といった海外経済の不安や、円安による原材料価格

の高騰、また、４月以降は消費税増税前の駆け込み需要の反動による個人消費の落ち込みもあり、先行きの不透明

感は依然として払拭しきれない状況が続いております。

当社グループが属するアパレル小売業界におきましては、消費税増税前の駆け込み需要も見られたものの、消費

者の節約志向は依然として継続しているものと思われ、大型ベーシックブランドや外資系ファストファッションの

好調に加え、円安による原材料価格の高騰や天候不順も相まって引き続き厳しい経営環境となりました。

このような市場環境の下、当社グループにおきましては、持続的成長のため、新規顧客層の獲得と販路拡大を実

現するべく、新規ブランドの立上げや他社とのコラボレーションによる新規ブランド開発を積極的に進めてまいり

ました。しかしながら、顧客層拡大の目的で立ち上げた新規ブランドの業績は、想定を大きく下回るものとなりま

した。また、当社の既存顧客層をターゲットとする主要ブランドに関しましても、ヤングレディースアパレルのト

レンドが大きく変化し、当社グループのブランドイメージとトレンドとの間に乖離が生じたこと、さらには、円安

で仕入原価が高騰したことに伴い価格転嫁を行ったことも影響し、売上が想定を大きく下回る結果となりました。

新旧ブランド商品の販売不振に伴い生じた過剰在庫を消化するために、セール販売を多く実施したことや、売れ残

り在庫商品の評価損失を計上したことにより、売上総利益率も大きく低下いたしました。

このような状況を踏まえ、当社グループの目下の最大の課題は、既存顧客層を再構築するための既存ブランド立

て直しであると判断し、そこに経営資源を集中させるため、顧客層拡大の目的で立ち上げた、高価格帯の新規ブラ

ンドと女子小学生向け新規ブランドの継続を断念することといたしました。そして、既存顧客層の現在のトレンド

にマッチしたブランド展開及び価格戦略の見直しをすでに開始しております。

また、当社グループが掲げるオムニチャネル戦略の一環として、当連結会計年度より開始した実店舗販売におき

ましては、成果が見え始めております。大阪梅田の中心部に位置し、10代から20代のヤングレディースが多く集ま

る商業施設「HEP FIVE」の実店舗では、オープンして間もないながら、売上では館内の店舗の中でも上位に位置

し、来店客数も１ヶ月に10万人（当社計測値）を超えるなど、賑わいを見せております。実店舗展開につきまして

は、これまでアパレル商品をインターネット通信販売で購入したことがなかった新規顧客層をインターネット通信

販売に呼び込む効果があったり、また、既存のインターネット通信販売顧客に対しては、購入手段の拡大や店頭取

り寄せ・試着サービスといった利便性の向上により、リピート率を上げる効果が期待できると考えております。

このように新しい取組みや戦略の立て直しを進めておりますが、当連結会計年度につきましては、当社グループ

の主力商品であるアパレル商品が、前述の理由により年間を通して販売不振に陥り、特に５月以降の夏物及び秋物

衣料の販売不振が大きく響き、前年度を大きく下回る実績となりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は6,539百万円（前連結会計年度比3.3％減）、営業

損失は751百万円（前連結会計年度は営業利益167百万円）、経常損失は790百万円（前連結会計年度は経常利益106

百万円）、当期純損失は908百万円（前連結会計年度は当期純利益74百万円）となりました。

 

セグメントの状況は次の通りです。

 

(衣料品販売事業)

衣料品販売事業におきましては、新規顧客層獲得や既存顧客の満足度向上のため、様々な取組みを進めてまいり

ました。大きいサイズ専門のブランド「plumprimo（プランプリモ）」やＯＬのデイリースタイルを提案するブラン

ド「Rinamour（リナムール）」を立ち上げるなど、これまでとは少し異なる顧客層への訴求や既存顧客深耕を進め

てまいりました。また、株式上場による知名度向上を活かし、他社との協業展開も進め、協業ブランドの立ち上げ

や共同イベントを行うなど話題性作りにも力を入れてまいりました。

　しかしながら、仕入原価の高騰が影響し商品価格を値上げせざるを得なかったことに加え、ファッショントレン

ドの急激な変化、大型ベーシックブランドや外資系ファストファッションの好調、天候不順といった悪条件も重な

り、売上、利益ともに前年を大きく下回ることとなりました。
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その結果、売上高は4,832百万円（前連結会計年度比10.6％減）となり、営業損失は643百万円（前連結会計年度

は営業利益182百万円）となりました。

 

(玩具・雑貨販売事業)

玩具・雑貨販売事業におきましては、少子化や消費者ニーズの多様化、円安による原材料高騰という、依然とし

て厳しい条件下にはあるものの、主要取引先の販売が好調に推移したことにより、主要取引先向け商品の受注が順

調に推移しました。また、他の取引先への異なるカテゴリー商品の受注も好調に推移しました。

その結果、売上高は1,261百万円（前連結会計年度比24.6％増）となり、営業利益は39百万円（前連結会計年度は

営業損失18百万円）となりました。

 

(その他事業)

その他事業では、メーカーや小売事業者向けの広告販売事業、コンタクトレンズ販売事業、テレビ通信販売事業

者や他社インターネットモール等への卸売事業ならびに当連結会計年度より開始した実店舗事業、健康食品販売事

業、週刊誌面通信販売事業及びアプリ開発事業を行っております。実店舗事業は、大阪梅田のHEP FIVEや池袋パル

コの「mon Lily」店に加え、大手百貨店を中心とした短期間の催事出店も行っており、売上等実績への寄与ととも

に、当社グループの認知度向上という点においても一翼を担えるものと考え、当連結会計年度より事業を開始して

おります。

その結果、売上高は446百万円（前連結会計年度比28.0％増）となり、営業損失は148百万円（前連結会計年度は

営業利益３百万円）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ76百万円減

少し、871百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は322百万円（前連結会計年度は29百万円の減少）となりました。これは主に、税金

等調整前当期純損失858百万円を計上した一方で、減価償却費104百万円、棚卸資産の減少295百万円があったことに

よるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は155百万円（前連結会計年度は132百万円の減少）となりました。これは主に、無

形固定資産の取得による支出93百万円によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果獲得した資金は402百万円（前連結会計年度は772百万円の増加）となりました。これは主に、長

期借入金の返済による支出295百万円があったものの長期借入金による収入700百万円があったことによるものであ

ります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、衣料品販売事業において南通佳尚服装有限公司にてサンプル及び当社製品の製造を行っており

ましたが、生産実績に重要性がないため、記載を省略しております。

 

(2) 商品仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比(％)

衣料品販売事業 2,271,721 △11.3

玩具・雑貨販売事業 1,068,786 ＋24.6

その他事業 334,676 ＋18.7

合計 3,675,185 △0.7
 

(注)１ セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 受注状況

当社は受注から販売までの所要日数が短く、常に受注残高は僅少であります。また、衣料品販売事業において

は、一部需要動向を見込んだ商品仕入を行っております。そのため、受注状況に重要性がないため、記載を省略し

ております。

 

(4) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比(％)

衣料品販売事業 4,832,316 △10.6

玩具・雑貨販売事業 1,261,308 ＋24.6

その他事業 446,241 ＋28.0

合計 6,539,867 △3.3
 

(注)１ セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループでは顧客の嗜好をとらえ、他社との競合において比較優位に立ち、持続的に成長するため、以下の内

容を対処すべき課題としてとらえ、その対応に取り組んでまいります。

 

(1) 商品力の強化

当社グループのメイン事業である衣料品販売事業では、商品のほとんどをインターネット通信販売、特にス

マートフォンを通じた通信販売により、顧客に提供しているという特徴はございますが、このメイン事業を持

続的に成長させていくためには、事業の基本となる、顧客への提供商品をより良くすること、すなわち、“商

品力”を強化することが、何よりも重要な課題であると認識しております。この“商品力”とは、単に「カワ

イイ、カッコイイ」といったデザイン面だけではなく、トレンドや季節・時期との適合性、品揃えの適量性、

そして価格優位性といった要素を兼ね備えた商品を、多くの顧客に対して早く提供できる力であると考えてお

ります。したがいまして、商品の企画・デザイン力の強化とともに、市場調査や情報収集にもさらに力を入

れ、顧客の求めるものを継続的に追及し、“商品力”を強化していく方針であります。

 

(2) ＭＤ（マーチャンダイジング）の強化

上記（1）の商品力を強化するためには、商品企画を行うデザイナー部門の能力強化も重要なことではありま

すが、顧客の求める商品を、いつ、どこで、いくらで、どれくらいの数量で、仕入れ・販売するのかを判断す

るＭＤ（マーチャンダイジング）部門の能力強化も非常に重要であり、衣料品販売事業ひいては当社グループ

の持続的・安定的な成長のための重要な課題であると認識しております。このＭＤ部門の強化により、プロ

パー商品の消化率が向上し利益率の向上にもつながるものと考えます。

したがいまして、当社グループにおきましては、ＭＤ部門の人員の確保・育成に努め、ＭＤの精度向上を進

めるとともに、ＭＤ部門と社内外の組織・機関との連携を強め、情報収集の強化と情報交換の徹底にも努めて

まいる方針であります。

 

(3) 品質管理体制の強化

当社グループの販売する商品は、一般消費者向けの商品であるため、品質管理の徹底に努めることが、顧客

満足度の向上・リピート率の向上に直結し、当社グループの持続的な発展のために重要な課題であると認識し

ております。当社グループといたしましては、より良い品質管理手法の構築や担当部門の能力向上策を検討し

ていく方針であります。

 

(4) 販売チャネルの拡大

当社グループは、持続的な成長のため、将来的な少子高齢化に伴う顧客の減少に備え、新たな顧客層を含め

た新規顧客を継続的に獲得し増加させていく必要があると認識しております。そのため、現状の主要な販売形

態であるインターネット通信販売だけにとらわれず、実店舗やその他の手段による購入機会を顧客に提供する

オムニチャネル戦略により、販売チャネルの拡大を推進し、顧客数を増加させていく方針であります。

 

(5) 優秀な人材の確保、育成

継続的な成長の原資である人材は、当社グループにとって最も重要な経営資源と認識しております。当社グ

ループの商品開発力やその他業務の遂行能力を維持し、継続的に発展、強化していくために、優秀な社員を継

続的に雇用し、その成長機会を提供し、事業規模を拡大させる人材を確保、育成する必要があります。

また人的基盤を強化するために、教育・育成、研修制度（管理職向け、中堅社員向け、新入社員向け）及び

人事評価制度の充実等の各種施策を進める方針であります。

 
(6) コンプライアンス体制の強化

近年、企業活動においては高い倫理観が求められており、コンプライアンス上の問題は経営基盤に重大な影

響を及ぼすものであると考えております。お客様や社会からの信頼性向上のため、今後もコンプライアンス体

制の強化を図っていく方針であります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリ

スク要因について次の通り記載しております。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当

社グループが判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果とは異なる可能性があります。

 

(1) 事業環境等に影響を及ぼすリスク要因について

① 流行等が経営成績に与える影響について

当社グループが属するアパレル業界及び玩具・雑貨販売業界は、流行の変化が早く商品のライフサイクル

が短い傾向にあります。当社グループが顧客の嗜好に合致した商品を提供できない場合や、昨今の少子高齢

化に伴う当社グループの主な販売ターゲット層である10代後半から30代前半の女性の減少による販売不振等

により業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 需要予測に基づく仕入れについて

当社グループがインターネット上に掲載し、販売する商品の一部は、インターネット上への掲載前に需要

予測に基づいた仕入れを行っております。しかしながら、実際の受注は流行、天候や景気その他様々な要因

に左右されるため、実際の受注が需要予測を上回った場合には販売機会を失うこととなります。

また、実際の受注が需要予測を下回った場合には、当社グループに過剰在庫が発生しキャッシュ・フロー

への影響や商品評価損が発生する可能性があります。

 

③ 返品・交換について

当社グループの衣料品販売事業においては、顧客に対するサービスを充実させるという方針により、「特

定商取引に関する法律」に従った一定のルールのもと、一部の商品を除き、商品購入後の返品・交換を受け

付けております。返品・交換可能な時期は商品到着後一定期間以内で、かつ、未使用品と判断できるものの

み返品・交換を受け付けることとしておりますが、返品・交換の処理、代替商品の配送等追加的な費用が発

生することから、返品・交換が多数発生した場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

④ 競合について

当社グループの衣料品販売事業においては、衣料品のインターネット通信販売事業者として、単なる商品

の流通を行うだけでなく、綿密な市場調査を行い、流行をいち早く察知することで他の同業者との差別化を

図ることを方針としております。しかしながら、インターネット通信販売市場の拡大に伴い、更なる競争の

激化が予想されます。今後他の衣料品のインターネット通信販売事業者のみならず、仕入先自身によるイン

ターネット通信販売の展開、その他新規参入事業者等により、新たな高付加価値サービスの提供等がなされ

た場合には、当社グループの競争力が低下する可能性があります。

また、これらの競争の激化が、サービスの向上をはじめとした競合対策に伴うコスト増加要因となること

で、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑤ 気象状況等が経営成績に与える影響について

当社グループが取扱う衣料品や雑貨は、冷夏暖冬といった天候不順に加え台風等の予測できない気象状況

の変化が生じた際には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、衣料品や雑貨などのファッション商

品はその性質上、春夏・秋冬それぞれのシーズンの立ち上がりに集中して商品展開をするなど、業績にある

程度季節的な変動があります。特に、秋冬シーズンの商品は販売単価が高く、９月から12月にかけて売上高

及び営業利益が高くなる傾向にあるため、当社グループの業績は、秋冬シーズンの販売動向により影響を受

ける可能性があります。

なお当社グループの四半期毎の売上高及び営業利益の推移は下記の通りであります。

 

当連結会計年度売上高及び営業利益（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

（単位：千円）

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度累計

売上高 2,199,513 1,647,562 1,390,368 1,302,424 6,539,867

営業利益又は営業損失（△) 106,699 △237,608 △174,286 △446,655 △751,850
 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) インターネット関連市場について

当社グループの衣料品販売事業は、インターネットを介して商品を販売していることから、ブロードバンド

環境の普及によりインターネット関連市場が今後も拡大していくことが事業展開の基本条件であると考えてお

ります。

今後モバイルとＰＣの両面でより安価で快適にインターネットを利用できる環境が整い、情報通信や商業利

用を含むインターネット関連市場は拡大するものと見込んでおりますが、仮に新たな法的規制の導入、技術革

新の遅れ、利用料金の改訂を含む通信事業者の動向など、予期せぬ要因によりインターネット関連市場の発展

が阻害される場合には、当社グループの事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) システムに関するリスクについて

① インターネットに関連する技術革新について

当社グループの販売ツールであるインターネットについては、技術革新や顧客ニーズの変化のサイクルが

極めて早い特徴があり、新たなテクノロジーを基盤としたサービスの新規参入が相次いで行われておりま

す。当社グループは、このような急速に変化する環境に柔軟に対応するべく、適切なシステム投資等を行っ

ていく方針ではございますが、当該技術革新に対する適切な対応に遅れが生じた場合は、当社グループの競

争力の低下を招き、当社グループの事業展開並びに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、シス

テム投資及びそれに付随する人件費等経費の増加額によっては当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。
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② サービス及びシステムの障害並びにインターネット接続環境の不具合について

当社グループは、サービス及びそれを支えるシステム、並びにインターネット接続環境の安定した稼働

が、事業運営の前提であると認識しております。従って、常時データバックアップやセキュリティ強化を施

し、安定的なシステム運用体制の構築に努めております。しかしながら、予期せぬ自然災害や事故、ユー

ザー及びトラフィックの急増やソフトウエアの不具合、ネットワーク経由の不正アクセスやコンピュータ

ウィルスの感染など様々な問題が発生した場合にはサービスの安定的な提供が困難となり、当社グループの

事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 物流業務の外部委託について

当社グループの衣料品販売事業及びその他事業においては、商品の保管、入出庫等に係る業務を株式会社Ｊ

Ｐロジサービスへ委託しております。同社とは通信回線にてデータの授受を行っており、何らかのシステム障

害にて通信回線が不能となった場合、入出荷業務に影響を及ぼす可能性があります。また地震やその他不可抗

力等、仮に何らかの理由により同社からのサービスの提供の中断・停止が生じた場合、または同社との基本契

約が変更され、当社グループ業務運営上何らかの影響が生じ、かつ当社グループがこれに適切な対応ができな

い場合等には、当社グループの事業展開及び当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 商品の品質管理について

当社グループが販売する商品のうち衣料品の大部分は、当社グループの商品開発部門とパートナー企業が共

同で商品開発を行い、パートナー企業にて生産されるオリジナル商品であります。

商品の安全性に関する社会の期待、関心は高まっており、当社グループにおいても、仕入に際しての品質基

準の見直しや、品質検査、適法検査等を強化し、安全な商品の供給に努めております。しかしながら、当社グ

ループが販売した商品に不具合等が発生した場合には、大規模な返品、製造物責任法に基づく損害賠償や対応

費用の発生、信用失墜等により、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) カントリーリスクについて

当社グループの取扱う商品の多くは、主に中国において生産されております。従って、当該地域に関係する

地政学的リスク、信用リスク、市場リスクは、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(7) 為替変動及び商品市況について

当社グループの取扱う商品の多くは、主に中国において生産されており、仕入原価は直接・間接的に為替変

動による影響を受けております。中国人民元の切り上げ等当社グループの想定を超えた為替変動があった場合

には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、今後の中国での経済情勢の変化により、現地で調達される原材料費や人件費等が当社グループの想定

を超えて上昇した場合、当社グループ商品の仕入原価を押し上げ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。
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(8) 法的規制について

当社グループは、国内の衣料品販売事業に売上高の大部分を依存しておりますが、当該事業は「特定商取引

に関する法律」、「不当景品類及び不当表示防止法」、「製造物責任法」、「下請代金支払遅延等防止法」、

「消費者契約法」、「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」、「不正競争防止法」、「個人情報

の保護に関する法律」、「不正アクセス行為の禁止等に関する法律」、「特定電気通信役務提供者の損害賠償

責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」、「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律」、「家

庭用品品質表示法」等による法的規制を受けております。

また、当社グループの取扱う商品であるコンタクトレンズや化粧品は、「薬事法」に規定する「高度管理医

療機器」や「化粧品」に該当し、同法の規制を受けております。

さらに、当連結会計年度より販売を開始した健康食品は、「健康増進法」、「農林物資の規格化及び品質表

示の適正に関する法律」（いわゆる「ＪＡＳ法」）の規制も受けております。

当社グループでは、管理体制の構築等によりこれら法令を遵守する体制を整備しておりますが、これらの法

令に違反する行為が行われた場合、法令の改正または新たな法令の制定が行われた場合には、当社グループの

事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 情報管理体制について

当社グループの衣料品販売事業及びその他事業では、利用者本人を識別することができる個人情報を保有し

ており、「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報取扱事業者としての義務を課されております。当

社グループは、個人情報の外部漏洩・改ざん等を防止するため、個人情報の管理を事業運営上の重要事項と捉

え、個人情報保護規程をはじめとした個人情報管理に関連する規程や規則等を制定しております。併せて、全

社員を対象とした社内教育を通じて関連ルールの存在を周知徹底し、個人情報保護に関する意識の向上を図る

ことで、同法及び関連法令等の法的規制の遵守に努めております。また技術的対応として、全ての個人情報

は、サービスの提供や開発に用いるものとは物理的に異なるサーバーに保管するなどの対策を施した専用サー

バーを介した場合に限り可能とするなど、厳格に制限しております。

しかしながら、個人情報が当社グループ関係者や業務提携・委託先などの故意または過失により外部に流出

したり、悪用される事態が発生した場合には、当社グループが損害賠償を含む法的責任を追及される可能性が

あるほか、当社グループの信頼性やブランドが毀損し、当社グループの事業展開及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

(10) 事業体制について

① 特定人物への依存について

当社の代表取締役社長である岡隆宏は、創業者であると同時に創業以来当社の事業推進において重要な役

割を担ってまいりました。同氏は、インターネットサービスの企画から運用に至るまで豊富な経験と知識を

有しております。また当社設立以降は、経営方針や事業戦略の決定及びその遂行において重要な役割を果た

しております。当社では、取締役会等において役員及び社員への情報共有や権限移譲を進めるなど組織体制

の強化を図りながら、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進めております。しかしながら、何らかの

理由により同氏が当社の経営執行を継続することが困難になった場合には、当社グループの事業展開及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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② 人材の確保・育成について

当社グループは、当社グループの持続的な成長のために、継続的に優秀な人材を確保することが必須であ

ると認識しております。当社グループの競争力向上にあたっては、それぞれの部門について高い専門性を有

する人材が要求されることから、一定以上の水準を満たす優秀な人材を確保し、人材育成に積極的に努めて

いく方針であります。しかしながら、優秀な人材の確保が困難となった場合や人材育成が計画通りに進まな

かった場合には、当社グループの事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(11) その他

① テレビ通信販売について

テレビ通信販売事業者向けの委託販売におきましては、取引基本契約書において、テレビ通信販売事業者

が一定期間内に販売できなかった委託商品又はテレビ通信販売事業者の一般顧客から返品された商品につい

ては、当社へ返還することができることとなっており、委託商品の大量返還があった場合に、過剰在庫が生

じる可能性があります。

当社グループは、テレビ通信販売事業者への販売における委託商品の大量返還を防ぐために、常に販売状

況を確認・分析しながら、適正な委託販売数量を決定することとしておりますが、委託商品の返還が多数発

生した場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

② コンタクトレンズ販売について

当社グループのコンタクトレンズの販売事業において、薬事法上設置が義務づけられている高度管理医療

機器等営業管理者は、現在１名のみであり、その者に依存している状態であります。何らかの理由によりそ

の者が退職することとなった場合又は復帰の目処が立たない長期の欠勤状態となった場合には、コンタクト

レンズの販売を停止せざるを得ない状況となり、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 実店舗販売について

当連結会計年度より開始した実店舗販売においては、店舗の確保は基本的に賃貸借契約となっておりま

す。賃貸借契約開始時に賃貸人に対して差し入れる敷金・保証金は、契約終了時に返還されることとなって

おりますが、賃貸人の経営状況が悪化し倒産等の事態が生じた場合には、敷金・保証金の全部又は一部を回

収できない可能性があります。また、店舗の収益悪化等により、当社の都合により閉店する場合や賃貸人の

都合により閉店若しくは休業を余儀なくされる場合があります。これらの場合には、店舗閉鎖や休業に伴う

損失が発生し、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④ 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社は、旧商法第280条ノ21、ならびに会社法第236条、238条及び第239条の規定に従って、平成18年２月

24日、平成19年３月26日、平成25年２月８日開催の取締役会決議に基づいて、当社グループの役員及び従業

員に対するインセンティブを目的とし、新株予約権（以下「ストック・オプション」という。）を付与して

おります。これらのストック・オプションが権利行使された場合、新株式が発行され、株式価値及び議決権

割合が希薄化する可能性があります。当連結会計年度末日現在、これらのストック・オプションによる潜在

株式数は158,100株であり、発行済株式総数1,404,000株の11.3％に相当しております。新株予約権の詳細に

ついては、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況（2）新株予約権の等の状況」をご参照ください。
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⑤ 訴訟などに関するリスク

当社グループは、現在において、訴訟を提起されている事実はありません。しかしながら、仮に当社グ

ループが保有する個人情報の管理不徹底等人為的過失の発生、第三者からの不正アクセスによる情報流出、

システム障害及び販売した商品の悪意のない偶然の模倣及び不備等が生じた場合には、今後訴訟を受ける可

能性があります。その訴訟の内容及び結果、損害賠償の金額によっては当社グループの事業及び業績並びに

企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥ 財務制限条項について

当社グループは、主に金融機関からの有利子負債により運転資金の調達を行っておりますが、当該借入契

約のなかには財務制限条項が設けられているものがあります。連結決算及び単体決算それぞれにおいて、財

務制限条項のいずれかに該当することとなった際には、期限の利益を喪失する可能性があります。

財務制限条項の一つに、当連結会計年度末日以降の各事業年度末日における連結損益計算書の経常利益を

２期連続して損失としないこと、という条項がありますが、当社グループの当連結会計年度末日の経常利益

は、790百万円の損失となっており、次期連結会計年度末日における経常利益が損失となった場合、当該財

務制限条項に抵触し、借入契約上のすべての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。

 

⑦ 配当政策について

当社グループでは、利益配分につきましては、経営成績及び財務状態を勘案して、株主への利益配当を実

現することを基本方針としております。しかしながら、当社グループは成長過程にあるため、将来の事業展

開と財務体質強化のために必要な内部留保の確保を優先し、創業以来無配としてまいりました。

現在におきましても、内部留保の充実を優先しておりますが、将来的には、経営成績及び財政状態を勘案

しながら株主への利益の配当を目指していく方針であります。ただし、配当実施の可能性及びその実施時期

等については、現時点において未定であります。

 

(12) 継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、当連結会計年度における重要な営業損失の発生および営業キャッシュ・フローのマイナス

により、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が見受け

られます。

しかしながら、当該事象を解消又は改善するための対応策を講じることにより、継続企業の前提に関する重

要な不確実性はないと認識しております。なお、当該事象又は状況についての分析・検討内容及び解消又は改

善するための対応策は、「第２　事業の状況　７．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析　（6)継続企業の前提に関する事項について」に記載しております。」
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。なお、文

中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。これらの連結財務諸表の作成にあたっては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債

及び収益・費用の報告数値に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、過去の実績等を勘案して合理的

な見積りを行っておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は、これらの見積りと異なる場

合があります。

なお、当社グループの連結財務諸表の作成に際して採用している重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表　注記事項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記

載しております。

 

(2) 財政状態の分析

① 総資産

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ616百万円減少し、2,338百万円となりまし

た。

 

② 流動資産

当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて629百万円減少し、2,021百万円となり

ました。この主な要因は、受取手形及び売掛金が171百万円減少し、商品等棚卸資産が274百万円減少したこ

とによるものであります。

 

③ 固定資産

当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末に比べて13百万円増加し、316百万円となりま

した。この主な要因は、ソフトウエアが30百万円増加したこと等によるものであります。

 

④ 負債合計

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べ286百万円増加し、2,105百万円となりまし

た。
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⑤ 流動負債

流動負債につきましては、前連結会計年度末に比べて51百万円減少して1,244百万円となりました。この

主な要因は、買掛金の減少148百万円及び未払法人税等の減少20百万円等によるものであります。

 

⑥ 固定負債

固定負債につきましては、前連結会計年度末に比べて338百万円増加して861百万円となりました。この主

な要因は、長期借入金が340百万円増加したこと等によるものであります。

 

⑦ 純資産

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べて903百万円減少して232百万円となりまし

た。これは主に当期純損失を908百万円計上したことによるものであります。

 

(3) 経営成績の分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要（1）業績」をご参照ください。

 

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要（2）キャッシュ・フ

ローの状況」の項をご参照ください。

 

(5) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループでは、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営戦略を立案し、実行するよう努

力しておりますが、当社グループの属する衣料品販売事業及び玩具・雑貨販売事業、その他事業は、商品のラ

イフサイクルが早く、開発内容も多様化しております。また提供するサービスについても一般消費者の嗜好や

流行の変化を捉え柔軟な事業展開が必要となり、競合他社との競争が激化することも予想されます。

そのような事業環境の中で、当社グループは、優秀な人材の確保と育成、商品力の強化等をもって、提供先

数を拡大するとともに、サービスのクオリティも向上させるよう努力してまいります。

 

(6) 継続企業の前提に関する事項について

「第２　事業の状況　４　事業等のリスク　（12)継続企業の前提に関する重要事象等」に記載しております

ように、当連結会計年度において、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存

在しております。

当該状況を改善・解消すべく、販売サイトのリニューアルを実施し、さらに衰退傾向のあるギャル向けアパ

レルからの転換を図るため、既存ブランドのリブランド、ならびに既存顧客層向けの新たなブランド展開など

全社的なブランド管理の強化施策を実施してまいります。

具体的には、ブランドごとに独立的に管理していた現在の体制から、マーケットトレンドの分析や、全体的

な商品開発の方向性を調整する役割であるＭＤ（マーチャンダイジング）を強化することにより、全社的に統

合管理ができる体制に切り替えます。これにより、トレンドを外すことなく、適切な商品を適切なタイミング

で提供できるようになり、来客数の増加を狙うことが可能となります。

また、収益性を改善するため、不採算ブランドから撤退し営業損失の計上を回避するとともに、在庫圧縮に

よる物流費用の圧縮、雇用調整による人件費の圧縮、関連する間接費用の圧縮など固定費を大幅に引き下げま

す。さらに、既存ブランドに関する固定費および本社費用をゼロベースで見直すことにより、収益貢献度の低

い経費を削減し、より安定した利益を獲得できる体制に変革いたします。

上記施策を実施することにより、営業利益および営業キャッシュフローの黒字化を図ってまいります。資金

面に関しましては、当連結会計年度末時点での現預金残高が916百万円あり財務面に支障はありません。また、

取引金融機関に対して継続的な支援が得られるような良好な関係を築き、今後とも資金調達や資金繰りの安定

化に努めてまいりますため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しておりま

す。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、当社グループの衣料品販売事業において、自社利用ソフトウエア及びアプリケーション等への

投資を中心に総額164,442千円の設備投資を実施しました。その主なものは、内装工事・電話機移設工事等に37,385千

円、基幹システムの構築・改良に110,301千円の設備投資であります。

他の事業には重要な投資はありません。なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありませ

ん。　

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成26年９月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

有形リー
ス資産

ソフト
ウエア

無形リー
ス資産

合計

本社
(大阪府池田市)

衣料品販売事業
その他事業

本社
機能

27,651 17,013 2,750 195,747 628 243,792
106
(18)

東京支店
(東京都渋谷区)

衣料品販売事業
その他事業

支店
機能

15,713 1,986 － － － 17,699
23
(５)

物流センター
(大阪市住之江区)

衣料品販売事業
その他事業

物流
施設

56 467 － 63 － 587
６
(３)

 

(注) １  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２  従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数であります。

３  上記の他、主要な賃借物件として、以下のものがあります。
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
年間賃料
(千円)

従業員数
(名)

本社
（大阪府池田市)

衣料品販売事業
その他事業

本社事務所 31,211
106
(18)

東京支店
(東京都渋谷区)

衣料品販売事業
その他事業

東京事務所 18,872
23
(５)

物流センター
(大阪市住之江区)

衣料品販売事業
その他事業

物流施設 30,172
６
(３)

台湾駐在員事務所
（台湾台北市）

衣料品販売事業
その他事業

台湾事務所 1,348
７
(－)
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(2) 在外子会社

平成26年６月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
機械及び
装置

工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

合計

夢新開發（香港）
有限公司

本社
(中国香港)

衣料品
販売事業
玩具・雑貨
販売事業

本社
機能

－ － － － －
８
(－)

夢展望貿易
（深圳）有限公司

本社
(中国広東省)

衣料品
販売事業

本社
機能

－ － 1,590 1,198 2,788
72
(－)

南通佳尚服装有限
公司

工場
(中国江蘇省)

衣料品
販売事業

工場 － － － － －
－
(－)

 

(注) １  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２  従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数であります。

３ 在外子会社につきましては、平成26年６月30日時点の残高を記載しております。

４  上記の他、主要な賃借物件として、以下のものがあります。
 

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間賃料
(千円)

従業員数
(名)

夢新開發（香港）有限公司
(中国香港)

衣料品販売事業
玩具・雑貨販売事業

本社事務所 2,971
８

(－)

夢展望貿易（深圳）有限公司
(中国広東省)

衣料品販売事業 本社事務所 11,651
72

(－)

南通佳尚服装有限公司
(中国江蘇省)

衣料品販売事業 工場 3,349
－

(－)
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
本社

（大阪府池田市）
衣料品販売事業
その他事業

自社サイト
改修費用

120 44 自己資金
平成25年７
月

平成27年９
月

提出会社
本社

（大阪府池田市）
衣料品販売事業
その他事業

基幹システム
改修費用

50 20 自己資金
平成25年７
月

平成27年９
月

 

(注) １  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２  完成後の能力増加については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,936,000

計 3,936,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年12月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,404,000 1,404,000
東京証券取引所
(マザーズ)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であ
ります。

計 1,404,000 1,404,000 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

 

①旧商法第280条ノ21第１項の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

第１回新株予約権（平成18年２月24日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

(平成26年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成26年11月30日)

新株予約権の数（個） 20 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72,000（注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　 625（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成27年２月９日

至  平成28年２月20日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格     625

 資本組入額   313
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当新株予約権の譲渡、担保権

の設定はできません。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－ －

 

(注) １  新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式

分割の記載に同じ。）または株式併合等により、行使価額の調整を行った場合、新株予約権の目的となる株

式の数は次の算式により調整されます。なお、調整により１株未満の端数が生じた場合は切り捨てるものと

します。

調整後株式数 ＝
調整前株式数×１株当たり調整前行使価額

１株当たり調整後行使価額
 

２  新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1) 当社が、新株予約権の行使時の払込価格を下回る払込価格で新株を発行する(会社の保有する自己株式

の処分を含む。但し、新株予約権の行使による新株発行の場合を除く)場合、株式の分割により普通株式

を発行する場合、または行使時の払込価格を下回る価額をもって会社の普通株式への転換または普通株式

の発行または移転請求できる権利または有価証券を発行する場合により、会社の株式数に変更を生ずる場

合または変更を生ずる可能性がある場合は、行使価額を次に定める計算式をもって調整するものとしま

す。なお、調整に生ずる１円未満の端数は四捨五入するものとします。

調整後行使価額＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数
 

上記算式において、「既発行株式」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

(2) 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価格の調整を必要とする場合には、

当社は合理的な範囲で適切に行使価格の調整を行います。
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３  新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権は、当社の株式が株式会社東京証券取引所またはその他の証券取引所が開設する証券市場に

上場する日から１年を超える日までは新株予約権の権利を行使することができないものとします。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員または使

用人いずれかの地位にあることを要します。

(3) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによりま

す。

 

 

②会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

第２回新株予約権（平成19年３月26日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

(平成26年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成26年11月30日)

新株予約権の数（個） 26 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,800（注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成27年２月９日

至 平成29年３月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格     1,000

 資本組入額 　  500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当新株予約権の譲渡、担保権

の設定はできません。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－ －
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(注) １  新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式

分割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整

し、調整による１株未満の端数は切り捨てるものとします。

            調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２  新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1) 当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価格を調整し、１円未満の数は切り

上げるものとします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
 

(2) 当社が、新株予約権の行使時の払込価格を下回る払込価格で新株の発行または自己株式の処分をすると

きは、次の算式により新株予約権の行使時の払込価格を調整し、調整に生ずる１円未満の端数は切り上げ

るものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前払込金額

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
 

上記算式において、「既発行株式」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

(3) 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行い本新株

予約権が承継される場合、当社は合理的な範囲で適切に行使価格の調整を行います。

３ 新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権は、当社の株式が株式会社東京証券取引所またはその他の証券取引所が開設する証券市場に

上場する日から１年を超える日までは新株予約権の権利を行使することができないものとします。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員または使

用人のいずれかの地位にあることを要します。

(3) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによりま

す。
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第６回新株予約権（平成25年２月８日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

(平成26年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成26年11月30日)

新株予約権の数（個） 261 258

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 78,300（注）１ 77,400（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,667（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自  平成27年２月９日

至  平成35年２月８日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

 　発行価格 　1,667

 　資本組入額 　 834
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当新株予約権の譲渡、担保権

の設定はできません。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－ －

 

(注) １  新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式

分割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整

し、調整による１株未満の端数は切り捨てるものとします。

                 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完

全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調

整を行うことができるものとします。

２  新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1) 当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価格を調整し、１円未満の数は切り

上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

(2) 当社が、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により新株予約

権の行使時の払込価格を調整し、調整に生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

上記算式において、「既発行株式」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

３  新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権は、当社の株式が株式会社東京証券取引所またはその他の証券取引所が開設する証券市場に

上場する日から１年を超える日までは新株予約権の権利を行使することができないものとします。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、相続人による本新株予約権の相続は認めないものとします。

(3) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員または使

用人のいずれかの地位にあることを要します。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによりま

す。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 
平成25年４月１日

（注）１
1,040,520 1,044,000 ― 161,625 ― ―

 
平成25年７月９日

（注）２
300,000 1,344,000 358,800 520,425 358,800 358,800

　平成25年８月６日
（注）３

60,000 1,404,000 71,760 592,185 71,760 430,560

 

(注) １ 株式分割１：300によるものであります。

２ 有償一般募集(ブックビルディング方式)を行っております。

発行価格　　　　2,600円

引受価額　　　　2,392円

資本組入額　　　1,196円

３ 有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)を行っております。

割当価格　　　　2,392円

資本組入額　　　1,196円

割当先　　　　　野村證券株式会社

 

(6) 【所有者別状況】

平成26年９月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 2 16 16 7 9 1,274 1,324 ―

所有株式数
(単元)

― 215 326 182 239 72 12,996 14,030 1,000

所有株式数
の割合(％)

― 1.53 2.32 1.29 1.70 0.51 92.62 100.0 ―
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(7) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

岡　隆宏 大阪府池田市 536,000 38.18

西薗　仁 埼玉県さいたま市浦和区 150,300 10.71

田中　啓晴 大阪府豊能郡豊能町 72,000 5.13

岡　美香 大阪府池田市 36,000 2.56

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 20,600 1.47

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＷＥＡ
ＬＴＨ ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ　
ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ 　ＢＲＡＮ
ＣＨ（常任代理人　ＢＮＰパリ
バ証券株式会社）

10 COLLYER QUAY， 35-01 OCEAN FINANCIAL
CENTRE，SINGAPORE 049315
（東京都千代田区丸の内１丁目９－１グラン
トウキョウノースタワー）

20,000 1.42

岡　諒一郎 大阪府池田市 18,000 1.28

岡　駿志郎　親権者　岡隆宏 大阪府池田市 18,000 1.28

三菱ＵＦＪキャピタル２号投資
事業有限責任組合

東京都中央区日本橋１丁目７番17号 12,000 0.85

吉岡　智也 広島県広島市西区 11,300 0.80

計 ― 894,200 63.69
 

（注）前事業年度末において主要株主でなかった西薗仁は、当事業年度末現在では主要株主となっております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,403,000
 

14,030

単元株式数は100株であります。権

利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であります。

単元未満株式
普通株式
1,000　　　　　

― ―

発行済株式総数 1,404,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,030 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ21第１項の規定並びに会社法

第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、以下の通りであります。

 

第１回新株予約権（平成18年２月24日取締役会決議）

決議年月日 平成18年２月24日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
―

 

(注)  付与対象者のうち、取締役１名は退任しております。当該取締役に付与された権利は当社取締役会決議に基づ

き、その他取締役に贈与されております。

 

第２回新株予約権（平成19年３月26日取締役会決議）

決議年月日 平成19年３月26日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員６名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
―

 

(注) 付与対象者の退職等による権利の喪失により、本書提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、従業員４名と

なっております。
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第６回新株予約権（平成25年２月８日取締役会決議）

決議年月日 平成25年２月８日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役３名

当社従業員50名

子会社夢展望貿易（深圳）有限公司の董事１名

子会社夢展望貿易（深圳）有限公司の従業員３名

子会社夢新開發（香港）有限公司の総経理１名

子会社夢新開發（香港）有限公司の従業員３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
―

 

(注) 付与対象者の退職等による権利の喪失により、本書提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、取締役２名、

従業員50名の合計52名となっております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 該当事項はありません。

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社グループでは、利益配分につきましては、経営成績及び財務状態を勘案して、株主への利益配当を実現するこ

とを基本方針としております。また配当の決定機関は、期末配当については定時株主総会、中間配当については取締

役会であります。

しかしながら、当社は成長過程にあるため、将来の事業展開と財務体質強化のために必要な内部留保の確保を優先

し、創業以来無配としてまいりました。

現在におきましても、内部留保の充実を優先しておりますが、将来的には、経営成績及び財政状態を勘案しながら

株主への利益の配当を目指していく方針であります。ただし、配当実施の可能性及びその実施時期等については、現

時点において未定であります。

なお、当社は会社法第454条第５項の規定に基づき、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月

最高(円) ― ― ― 4,340 1,818

最低(円) ― ― ― 1,787 701
 

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおける株価を記載しております。

２ 当社株式は、平成25年７月10日から東京証券取引所マザーズに上場しております。それ以前については、該

当事項はありません。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,431 1,330 888 842 770 850

最低(円) 1,270 701 753 754 708 726
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおける株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

営業本部長 岡  隆宏 昭和36年12月３日

昭和60年４月 明治乳業株式会社入社

(注)２ 536,000

昭和60年７月 日本フレックス株式会社入社

平成元年５月 同社取締役就任

平成10年５月 当社設立

 当社代表取締役社長就任（現任）

平成26年10月 当社営業本部長就任（現任）

専務取締役
フルフィルメ
ント本部長

田中  啓晴 昭和38年11月30日

昭和63年４月

 
株式会社イージーキャピタルアン

ドコンサルタンツ入社

(注)２ 72,000

平成４年７月 日本フレックス株式会社入社

平成５年６月 同社取締役就任

平成10年５月 当社入社

平成11年６月 当社取締役就任

平成15年２月 夢新開發（香港）有限公司  

 董事長就任（現任）

平成20年５月 当社専務取締役就任（現任）

平成20年７月 夢展望貿易（深圳）有限公司

 董事長就任（現任）

平成21年７月 夢展望（台湾）有限公司

 董事長就任

平成24年11月 南通佳尚服装有限公司

 董事長就任（現任）

平成24年12月 当社システム部及び物流部管掌

平成26年10月
当社フルフィルメント本部長就任

（現任）

取締役
営業本部
副本部長

今井  隆一 昭和45年５月８日

平成７年４月 株式会社ナリス化粧品入社

(注)２ －

平成15年12月 夢の街創造委員会株式会社入社

平成20年12月 当社入社

 当社フルフィルメント部長就任

平成22年９月 当社取締役就任（現任）

平成22年12月 当社大阪商品部長就任

平成24年12月 当社東京商品部管掌

平成26年10月
当社営業本部副本部長就任（現

任）

取締役 管理本部長 阪田  貴郁 昭和46年５月２日

平成16年10月 株式会社トリドール入社

(注)２ －

平成18年９月 株式会社オー・エム・コーポレー

ション入社

平成22年11月 株式会社Ｆ・Ｏ・インターナショ

ナル入社

平成23年11月 当社入社

平成24年４月 当社管理部長就任

平成24年12月 当社取締役就任（現任）

平成26年10月 当社管理本部長就任（現任）

常勤監査役 － 吉川  良文 昭和25年２月９日

昭和47年４月 株式会社近畿相互銀行入社

(注)３ －

昭和48年12月 三菱重工エアコン株式会社入社

昭和58年４月 株式会社公文教育研究会入社

平成３年12月 日本精化株式会社入社

平成10年８月 株式会社アルボース入社

 同社経営企画部長

平成17年５月 ファミリー株式会社入社

平成18年10月 株式会社アロー建物管理入社

平成20年12月 当社入社

平成20年12月 監査役就任（現任）

監査役 － 石原  康成 昭和42年11月４日

平成３年４月 吉野公認会計士事務所入所

(注)３ －
平成14年９月 当社監査役就任  (現任)

平成25年１月 石原康成税理士事務所開業

同所代表就任  (現任)

監査役 － 大鹿  博文 昭和27年２月28日

昭和52年４月 カネボウ株式会社入社

(注)３ －

昭和62年３月 大和証券株式会社入社

平成８年２月 同社大阪公開引受部長  

平成16年３月 同社事業法人第６部長

平成18年４月 同社大阪支店法人第３部長

平成19年４月

 
イーウェストコンサルティング株

式会社設立

 同社代表取締役就任（現任）

平成19年12月 当社監査役就任(現任)

計 608,000
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(注) １ 監査役石原康成氏、大鹿博文氏は、社外監査役であります。

２ 平成26年12月25日開催の定時株主総会の終結の時から、２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。

３  平成25年３月29日開催の臨時株主総会の終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値の継続的な向上のため、コーポレート・ガバナンス体制の強化を経営の最重要課題と考えて

おります。その実現に向け、透明性が高く、かつ柔軟性に優れた体制を構築し、株主並び当社顧客に対する責務

を果たしていくという認識のもと、以下の通りコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

 

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

１）会社の機関の基本説明

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概略

a  取締役会

当社の取締役会は、４名の取締役で構成されており、取締役会規則に基づき、監査役出席の下、経営上の重

要な事項に関する討議及び意思決定並びに取締役の業務執行の監督を行っております。当社では原則月１回の

定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、取締役会においては権限に基づいた意思決

定の他、業績の進捗状況等、その他の業務上の報告を行い情報の共有を図っております。

 

b  監査役会

当社は、監査役会を設置しており、社外監査役２名を含む３名の監査役が監査役会を運営し、全員取締役会

に出席の上、議事運営の方法や決議内容等を監視し、必要に応じて意見を表明し、取締役の職務実施状況を監

視しております。また、常勤の監査役は重要な社内会議に出席するとともに、必要に応じて往査を行うことに

よって内部統制システムが適切に構築・運営されているかを監視しております。
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２）内部統制システムの整備の状況

業務の適正を確保するための当社の内部統制システムに関する基本方針及び整備の状況は次のとおりでありま

す。

a 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合し、かつ企業倫理の遵守及び社会的責任を果たす

ため、当社は「企業倫理行動指針」及び「コンプライアンス規程」を定め、取締役及び使用人に周知徹底

させる。また、コンプライアンス上の重要な問題を審議するために、代表取締役社長を委員長とするコン

プライアンス委員会を設置することにより、コンプライアンス体制の構築、維持を図り、法令等に違反す

る行為、違反の可能性のある行為又は不適切な取引を未然に防止し、取締役及び使用人の法令遵守体制の

強化を図る。

(2)当社は、法令や社内諸規程等に反する疑いのある行為等を従業員が通報するための内部通報制度を設置す

るとともに「内部通報制度運用規程」を定め、法令や社内諸規程等に反する行為等を早期に発見し、是正

するとともに、再発防止策を講じる。

(3)内部監査室は、「内部監査規程」に基づく内部監査を通じて、各部門のコンプライアンスの状況、法令な

らびに定款上の問題の有無を調査し、定期的に取締役及び監査役に報告する。

b 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」、「情報管理規程」、「個人情報保護規程」

の諸規程に基づき、保存媒体に応じて秘密保持に万全を期しながら、適時にアクセス可能な検索性の高い

状態で保存・管理する体制を確立する。

(2)取締役及び監査役は、常時これらの保存文書等を閲覧できるものとする。

c 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の当社経営に重大な影響及び損失を

及ぼす危険を、全社横断的に把握し、適正に管理・対処していくため、「リスク管理規程」を定め、取締

役及び使用人に周知徹底する。

(2)経営危機が発生したときには、リスクを総合的に認識・評価・管理する組織体として、代表取締役社長を

本部長とする「対策本部」を直ちに設置し、会社が被る損害を防止又は最小限に止める。

(3)事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部門及び各種のリスクを管理する規程を定めて

対応するとともに、必要に応じて専門性を持った会議体で審議する。主管部門は、関係部門等を交えて適

切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図る。

d 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を月１回定時に開催するほか、必

要に応じて適宜臨時に開催するものとする。また、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項につい

ても、必要に応じて各部門責任者から報告を求め、個別事項の検討を進め、最終的には取締役会の審議を

経て、法令で定められた決議事項のほか、取締役の職務執行が効率的に行われるよう適時に経営に関する

重要事項を決定・修正するとともに、取締役会を通じて個々の取締役の業務執行が効率的に行われている

かを監督する。

(2)「取締役会規則」、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等を定めることにより、取締

役と各部署の職務及び責任の明確化を図る。また、「取締役会規則」及び「職務権限規程」により、取締

役会に付議すべき事項、各取締役で決裁が可能な範囲を定め、取締役の職務の執行が効率的に行われる体

制とする。

(3)迅速な経営判断と業務執行を行う体制として、各部門に担当取締役を置く。担当取締役は、担当部門の管

理責任を負うとともに、取締役会決議事項の進捗管理を行う。

e 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)グループ各社の業務に関する重要な情報については、報告責任のある取締役が定期的又は適時に報告し

て、取締役会において情報共有ならびに協議を行う。

(2)当社は、グループ各社を管理する主管部門を「関係会社管理規程」において管理本部と定め、グループ各

社の事業運営に関する重要な事項について、管理本部はグループ各社から適時に報告を受ける。
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(3)当社は必要に応じて、当社の取締役及び使用人の中から相応しい者を、グループ各社の取締役として任

命・派遣し、各社の議事等を通じて、当社グループ全体の業務の適正な遂行を確保できるようにする。

(4)当社グループ全体として、企業倫理遵守に関する行動をより明確に実践していくため、「企業倫理行動指

針」をグループ各社においても適用し、グループ各社の取締役及び使用人に周知徹底させる。

(5)内部監査室は、グループ各社の内部監査を実施し、業務の適正性を監査する。内部監査の結果は、取締役

及び監査役に報告する。

f 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と該当使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の職務を補助すべき者として相応

しい者を任命することとする。監査役補助者の職務の独立性・中立性を担保するため、監査役補助者の選

定、解任、人事異動、賃金等については全て監査役会の同意を得た上でなければ取締役会で決定できない

ものとするとともに、監査役補助者の評価は監査役が独自に行うものとする。

(2)監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務してはならない。

g 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が

実効的に行われることを確保するための体制

(1)取締役及び使用人は、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項については、速やかに監査役に報告

する体制を整備する。

(2)重要な意思決定の過程及び業務の執行体制を把握するため、監査役は取締役会のほか、重要な会議に出席

する。また、監査役から要求のあった文書等は随時提供する。

h 財務報告の信頼性を確保するための体制

(1)適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、「経理規程」等の経理業務に関する規程

を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

(2)内部監査室は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。監査を受けた部門は、是正、改善の必要が

あるときには、その対策を講ずる。

i 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

(1)当社は、「企業倫理行動指針」に基づき、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体と

のいかなる関係も排除し、取締役及び使用人の意識向上を図るとともに、「反社会的勢力対応業務マニュ

アル」を定め、取引先の選定にあたっては、可能な限り情報を収集し、反社会的勢力及び団体との無関係

性を確認する。

(2)反社会的勢力及び団体に対処するにあたっては、所轄警察署、公益財団法人大阪府暴力追放推進セン

ター、顧問弁護士等外部の専門機関とも連携を取りつつ、不当要求等に対しては毅然とした姿勢で組織的

に対応する。

 

３）リスク管理体制及びコンプライアンス体制

当社のリスク管理体制としては、取締役会並びに適宜行われる社内報告会を通して代表取締役社長をはじめ、

取締役が情報の収集、共有を図ることでリスクの早期発見と未然防止に努めております。特にコンプライアンス

に関しては、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を組織しており、従業員への啓蒙活動等を

行っております。なお、コンプライアンス体制の確立・強化のため複数の弁護士と顧問契約を締結し、内容に応

じてそれぞれ適宜アドバイスやチェックの依頼を行っております。
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③内部監査及び監査役監査

当社では内部統制の有効性及び実際業務の執行状況については、内部監査人（２名）による監査・調査を定期

的に実施しております。内部監査人は、事業年度ごとに内部監査計画を策定し、代表取締役社長の承認を得たう

えで内部監査を実施し、監査結果を代表取締役社長と被監査部門に報告しております。被監査部門に対しては、

改善事項を指摘するとともに、改善の進捗状況を報告させることにより実効性の高い監査を実施しております。

また、監査役監査、会計監査人による監査及び内部監査が有機的に連携するよう、内部監査結果については、

監査の都度、内部監査人が適宜、常勤監査役に報告し、意見交換を行っております。加えて、月に１回以上の頻

度で内部監査人と常勤監査役との間でミーティングを行い、意見・情報交換を行っております。内部監査人と会

計監査人との連携につきましては、会計監査人の期中の報告会に出席しております。監査役会と会計監査人と

は、期中に報告を受ける他適宜、意見交換を行っております。

 

④社外取締役及び社外監査役

当社は社外取締役を選任しておりませんが、監査役が相互に情報交換を行うとともに、社長との懇談会を適時

に開催し、率直な意見交換を行っております。また各取締役とのミーティングも適宜実施しており、経営の監視

機能を果たすことができる体制としております。

当社の社外監査役は２名であります。社外監査役石原康成氏は、当社との特別な資本的、人的および取引関係

はありません。　

また、社外監査役大鹿博文氏につきましても、イーウェストコンサルティング株式会社の代表取締役を兼務さ

れておりますが、当社との特別な資本的、人的および取引関係はありません。

社外監査役石原康成氏、大鹿博文氏は企業経営に対する幅広い見識と知識を有しており、独立かつ公正な立場

より客観的な監査意見を期待して選任しております。

社外監査役は、内部監査部門が実施する内部統制に関する評価の進捗状況および不備があった場合の是正状況

等の報告が適切になされていることを確認しております。　

当社は、取締役会の監督機能の強化を目的として社外監査役を選任しております。社外監査役候補者の選任に

あたっては、当社の企業価値向上に資する人物、経験、知見及び専門知識等を総合的に勘案して選任しておりま

す。

なお、当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりません

が、選任にあたっては株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独

立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしながら、独立性の確保も念頭において検討を行っております。
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⑤役員報酬の内容

a  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 64,965 64,965 ― ― ― ５

監査役
(社外監査役を除く)

6,248 6,248 ― ― ― １

社外役員 5,622 5,622 ― ― ― ２

 

 

b  提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

c  使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

 

d  役員報酬等の額の決定に関する方針

当社の役員報酬については、株主総会決議により取締役及び監査役それぞれの報酬等の限度額を決定してお

ります。各取締役及び各監査役の報酬は、取締役については取締役会の決議により決定し、監査役については

監査役の協議にて決定しております。

 

⑥会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、会計監査を受けております。

平成26年９月期における業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成については以下の

通りです。

業務を執行した公認会計士の氏名

 指定有限責任社員 業務執行社員 寺田 勝基

　指定有限責任社員 業務執行社員 井上 嘉之

継続監査年数につきましては、両名とも７年以内であるため、記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成

 公認会計士７名、その他５名

 

⑦取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨、定款に定めております。

 

⑧取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款で定めております。

 

⑨株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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⑩自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を

定款に定めております。これは、経営環境の変化に迅速に対応し、柔軟かつ積極的な財務戦略を行うためであり

ます。

 

⑪剰余金の配当等の決定機関

当社は、資本政策の機動性を確保するため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を取締役

会決議により可能とする旨、定款で定めております。

 

⑫社外役員との責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役および社外監査役との間で、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨、定款に定めておりますが、現時点では社外監査役との間で責任限

定契約を締結しておりません。また、現時点では当社は社外取締役を選任しておりません。

 

⑬会計監査人との責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間で、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会計監査人に悪意又は重大な過失が

あった場合を除き、法令が定める最低責任限度額としております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 20,000 1,000 19,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 20,000 1,000 19,000 ―
 

 

②【その他重要な報酬の内容】

  前連結会計年度

    該当事項はありません。

 

  当連結会計年度

    該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

  前連結会計年度

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、株式上場に係るコンフォートレターの作成業務を委託

し、その対価を支払っております。

 

  当連結会計年度

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

会計監査人に対する報酬の額の決定に関する方針は、取締役会が監査役会の同意を得て決定することとしており

ます。
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第５ 【経理の状況】

 

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度（平成25年10月１日から平成26年９月30日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成25年10月１日から平成26年９月30日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年10月１日から平成26年９月30

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成25年10月１日から平成26年９月30日まで)の財務諸表について、有限責任監

査法人トーマツの監査を受けております。

 

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 993,973 916,524

  受取手形及び売掛金 601,402 429,693

  商品及び製品 ※1  893,948 ※1  619,534

  繰延税金資産 14,310 －

  その他 148,848 56,183

  貸倒引当金 △1,185 △542

  流動資産合計 2,651,299 2,021,392

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 26,565 51,523

   機械及び装置（純額） 3,442 －

   工具、器具及び備品（純額） 26,101 21,549

   リース資産（純額） 4,250 2,750

   有形固定資産合計 ※2  60,359 ※2  75,823

  無形固定資産   

   ソフトウエア 166,842 197,009

   ソフトウエア仮勘定 15,540 －

   商標権 4,756 4,896

   リース資産 4,620 628

   無形固定資産合計 191,760 202,534

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 23,592 －

   その他 28,035 38,437

   投資その他の資産合計 51,628 38,437

  固定資産合計 303,747 316,795

 資産合計 2,955,046 2,338,187
 

 

EDINET提出書類

夢展望株式会社(E27615)

有価証券報告書

49/95



 

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 447,873 299,239

  短期借入金 200,000 200,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※1，※3  232,352 ※1，※3  295,620

  リース債務 1,577 1,628

  未払金 299,926 339,023

  未払法人税等 30,151 9,962

  ポイント引当金 8,990 17,321

  賞与引当金 14,403 18,185

  事業整理損失引当金 － 23,989

  返品調整引当金 190 475

  移転損失引当金 2,602 －

  その他 58,185 39,449

  流動負債合計 1,296,253 1,244,893

 固定負債   

  長期借入金 ※1，※3  517,300 ※1，※3  858,185

  リース債務 3,025 1,396

  長期未払金 2,656 1,430

  固定負債合計 522,981 861,012

 負債合計 1,819,235 2,105,906

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 592,185 592,185

  資本剰余金 430,560 430,560

  利益剰余金 119,035 △789,411

  株主資本合計 1,141,780 233,333

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △5,969 △1,051

  その他の包括利益累計額合計 △5,969 △1,051

 純資産合計 1,135,810 232,281

負債純資産合計 2,955,046 2,338,187
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 6,764,051 6,539,867

売上原価 ※1  3,464,129 ※1  3,971,472

売上総利益 3,299,922 2,568,395

返品調整引当金戻入額 － 190

返品調整引当金繰入額 190 475

差引売上総利益 3,299,731 2,568,110

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 634,800 700,217

 販売手数料 261,461 254,076

 運賃梱包費 718,896 663,394

 広告宣伝費 610,668 633,236

 ポイント引当金繰入額 8,990 17,321

 賞与引当金繰入額 14,305 18,283

 その他 882,798 1,033,432

 販売費及び一般管理費合計 3,131,920 3,319,961

営業利益又は営業損失（△） 167,810 △751,850

営業外収益   

 受取利息 455 376

 受取損害賠償金 － 3,621

 その他 496 1,029

 営業外収益合計 952 5,027

営業外費用   

 支払利息 24,301 22,716

 為替差損 10,063 14,864

 株式交付費 11,343 －

 株式公開費用 12,779 －

 その他 3,811 6,241

 営業外費用合計 62,299 43,822

経常利益又は経常損失（△） 106,463 △790,646

特別損失   

 事業整理損失 － 29,745

 移転損失引当金繰入額 2,602 －

 固定資産除却損 ※2  5,682 ※2  14,266

 事業整理損失引当金繰入額 － 23,989

 その他 826 －

 特別損失合計 9,111 68,001

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

97,351 △858,648

法人税、住民税及び事業税 47,127 11,895

法人税等調整額 △23,923 37,903

法人税等合計 23,203 49,798

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損
益調整前当期純損失（△）

74,147 △908,447

当期純利益又は当期純損失（△） 74,147 △908,447
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損
益調整前当期純損失（△）

74,147 △908,447

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 16,397 4,917

 その他の包括利益合計 ※  16,397 ※  4,917

包括利益 90,544 △903,529

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 90,544 △903,529

 少数株主に係る包括利益 － －
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成24年10月１日　至 平成25年９月30日)

(単位：千円)

　

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 161,625 － 44,888 206,513 △22,367 △22,367 184,146

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

新株の発行 430,560 430,560 　 861,120 　 　 861,120

当期純利益 　 　 74,147 74,147 　 　 74,147

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 16,397 16,397 16,397

当期変動額合計 430,560 430,560 74,147 935,267 16,397 16,397 951,664

当期末残高 592,185 430,560 119,035 1,141,780 △5,969 △5,969 1,135,810
 

 
 当連結会計年度(自 平成25年10月１日　至 平成26年９月30日)

(単位：千円)

　

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 592,185 430,560 119,035 1,141,780 △5,969 △5,969 1,135,810

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

新株の発行 － － 　 － 　 　 －

当期純損失（△） 　 　 △908,447 △908,447 　 　 △908,447

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 4,917 4,917 4,917

当期変動額合計 － － △908,447 △908,447 4,917 4,917 △903,529

当期末残高 592,185 430,560 △789,411 233,333 △1,051 △1,051 232,281
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前
当期純損失（△）

97,351 △858,648

 減価償却費 92,949 104,869

 長期前払費用償却額 4,941 2,414

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,430 △642

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,540 8,331

 賞与引当金の増減額（△は減少） 3,540 3,763

 返品調整引当金の増減額（△は減少） 190 284

 固定資産除却損 5,682 14,266

 移転損失引当金の増減額（△は減少） 2,602 △2,602

 事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △8,097 23,989

 受取利息及び受取配当金 △455 △376

 支払利息 24,301 22,716

 株式交付費 11,343 －

 株式公開費用 12,779 －

 売上債権の増減額（△は増加） 29,532 176,848

 たな卸資産の増減額（△は増加） △226,265 295,832

 仕入債務の増減額（△は減少） 87,411 △106,208

 未払金の増減額（△は減少） △56,108 28,426

 未払消費税等の増減額（△は減少） △9,099 △7,081

 その他 △4,140 22,525

 小計 68,571 △271,292

 利息及び配当金の受取額 455 376

 利息の支払額 △25,022 △23,077

 法人税等の支払額 △73,088 △28,519

 営業活動によるキャッシュ・フロー △29,084 △322,513

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △10,004 1,292

 有形固定資産の取得による支出 △31,565 △46,373

 無形固定資産の取得による支出 △90,922 △93,523

 その他 152 △17,072

 投資活動によるキャッシュ・フロー △132,339 △155,676

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 －

 長期借入れによる収入 300,000 700,000

 長期借入金の返済による支出 △407,179 △295,847

 株式の発行による収入 849,771 －

 株式公開費用の支出 △12,779 －

 リース債務の返済による支出 △7,393 △1,577

 財務活動によるキャッシュ・フロー 772,419 402,575

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,958 △542

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 609,036 △76,157

現金及び現金同等物の期首残高 338,779 947,815

現金及び現金同等物の期末残高 ※  947,815 ※  871,658
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１.連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

     4社

    連結子会社の名称

      夢新開發（香港）有限公司

      夢展望貿易（深圳）有限公司

      夢展望（台湾）有限公司

　　　南通佳尚服装有限公司

 

夢展望（台湾）有限公司は平成25年４月30日に解散を決議し、平成26年11月26日に清算が結了しております。南通佳

尚服装有限公司は平成26年２月３日に解散しており、現地の法律に従い、必要な手続きが完了次第、清算結了となる

予定であります。

 

２.持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。

 

３.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち夢新開發（香港）有限公司、夢展望（台湾）有限公司の決算日は６月30日であり、夢展望貿易（深

圳）有限公司、南通佳尚服装有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、夢展望貿易（深圳）有限公司及び南通佳尚服装有限公司は６月30日現在で実施し

た仮決算にもとづく財務諸表を使用し、他の連結子会社は当該連結子会社の決算日の財務諸表を使用しております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４.会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

商品及び製品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物                 ３～15年

工具、器具及び備品    ２～８年

②  無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、商標権については10年、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。
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(4) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②  ポイント引当金

販売促進を目的とするポイント制度に基づき顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、

将来の使用による費用負担見込額を計上しております。

③  賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。

④ 事業整理損失引当金

事業の整理に伴い発生する損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

⑤ 返品調整引当金

商品の返品による損失に備えるため、過去における返品率等を勘案し、返品見込額利益相当額を計上してお

ります。

⑥ 移転損失引当金

支店等の移転に伴って発生すると見込まれる損失額を計上しております。

 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しておりま

す。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性が高く容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(連結貸借対照表関係)

※１  担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

商品及び製品 893,948千円 619,534千円
 

 

担保付債務

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

運転資金借入金   

      （うち、１年内返済予定の長期借入金） 87,500千円 87,500千円

      （うち、長期借入金） 381,250千円 293,750千円
 

 

※２  有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

有形固定資産の減価償却累計額 142,327千円 152,249千円
 

 

※３  財務制限条項

前連結会計年度(平成25年９月30日)

　当社の借入金のうち、株式会社三井住友銀行をアレンジャー兼エージェントとした金融機関４社からなるシ

ンジケート団との間で、返済期限を平成29年３月31日とするシンジケートローン契約（契約日：平成24年３月

27日 契約金額600,000千円）を締結しており、当連結会計年度末現在468,750千円の借入残高があります。こ

の契約には財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務について期限の

利益を喪失する可能性があります。

　

財務上の基準

①連結会計年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、169百万円、又は、直近の

連結会計年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のう

ち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

②各連結会計年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を、２期連続して損失としないこと。

③３ヶ月毎の当社在庫残の鑑定評価額とリザーブ口座残高の合計額を250百万円以上とすること。

　

当連結会計年度(平成26年９月30日)

　当社の借入金のうち、株式会社三井住友銀行をアレンジャー兼エージェントとした金融機関４社からなるシ

ンジケート団との間で、返済期限を平成29年３月31日とするシンジケートローン契約（契約日：平成24年３月

27日 契約金額600,000千円）を締結しており、当連結会計年度末現在381,250千円の借入残高があります。こ

の契約には財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務について期限の

利益を喪失する可能性があります。

　

財務上の基準

①連結会計年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額（但し、借入人の単体損益計

算書において減損損失が計上される場合は、その金額を加算する。）を、169百万円以上に維持すること。又、

翌連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のう

ち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

②各連結会計年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を、２期連続して損失としないこと。

③３ヶ月毎の当社在庫残の鑑定評価額とリザーブ口座残高の合計額を250百万円以上とすること。
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(連結損益計算書関係)

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損又はたな卸資産評価損の

洗替による戻入額（△）が売上原価に含まれております。 

 
前連結会計年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

たな卸資産評価損 △1,800千円 164,842千円
 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

建物 577千円 2,311千円

工具、器具及び備品 560千円 1,062千円

長期前払費用 4,373千円 ―千円

商標権 ―千円 1,748千円

ソフトウエア 170千円 9,144千円

計 5,682千円 14,266千円
 

 

(連結包括利益計算書関係)

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

為替換算調整勘定   

　当期発生額 16,397千円 4,917千円

　その他の包括利益合計 16,397千円 4,917千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,480 1,400,520 － 1,404,000
 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加1,400,520株は、株式分割による増加1,040,520株、公募増資による新株の発

行による増加300,000株及び第三者割当増資による新株の発行による増加60,000株であります。

 

２  自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３  新株予約権等に関する事項

区分 内訳
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結
会計年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―

 

 

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

    該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

    該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,404,000 ― ― 1,404,000
 

 

２  自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３  新株予約権等に関する事項

区分 内訳
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結
会計年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
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４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

    該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

    該当事項はありません。

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

 現金及び預金 993,973千円 916,524千円

預入期間が３か月超の定期預金 △46,157千円 △44,865千円

現金及び現金同等物 947,815千円 871,658千円
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金に係る与信先は、クレジットカード会社及び商品代引き決済の宅配会社

等であり、信用度の高い相手先に集約することにより、リスクの低減を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、金融機関からの借入により調達しております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当社グループは、与信管理規程に従い、得意先ごとの財務状況を個別に把握し、与信枠設定及び債権残高管

理を実施するとともに、得意先の定期的なモニタリングを実施し、得意先の財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスクの管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクに晒されておりますが、市場の金利動向に留意しなが

ら資金調達をしております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、手元流動性の維持を目的として当社管理本部においてグループ全体の年次予算を基礎に予

実分析を行うとともに、手元資金の残高推移を月次ベースで定期検証し、取締役会への報告を行うことで、流

動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

 

前連結会計年度（平成25年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 993,973 993,973 －

(2) 受取手形及び売掛金 601,402 601,402 －

資産計 1,595,376 1,595,376 －

(1) 買掛金 447,873 447,873 －

(2) 短期借入金 200,000 200,000 －

(3) 長期借入金（１年内返済予定のものを含む） 749,652 749,652 －

(4) 未払金 299,926 299,926 －

負債計 1,697,451 1,697,451 －
 

(注) １  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(4) 未払金

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3) 長期借入金（１年内返済予定のものを含む）

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定する方法によっております。

 

(注) ２  金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 993,973 － － －

受取手形及び売掛金 601,402 － － －

合計 1,595,376 － － －
 

 

(注) ３ 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 200,000 － － － － －

長期借入金 232,352 155,196 178,426 177,698 5,980 －

リース債務 1,577 1,629 1,396 － － －

合計 433,929 156,825 179,822 177,698 5,980 －
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当連結会計年度（平成26年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 916,524 916,524 －

(2) 受取手形及び売掛金 429,693 429,693 －

資産計 1,346,217 1,346,217 －

(1) 買掛金 299,239 299,239 －

(2) 短期借入金 200,000 200,000 －

(3) 長期借入金（１年内返済予定のものを含む） 1,153,805 1,155,767 △1,961

(4) 未払金 339,023 339,023 －

負債計 1,992,067 1,994,029 △1,961
 

(注) １  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(4) 未払金

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3) 長期借入金（１年内返済予定のものを含む）

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定する方法によっております。

 

(注) ２  金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 916,524 － － －

受取手形及び売掛金 429,693 － － －

合計 1,346,217 － － －
 

 

(注) ３ 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 200,000 － － － － －

長期借入金 295,620 368,850 263,953 146,404 78,978 －

リース債務 1,628 1,396 － － － －

合計 497,248 370,246 263,953 146,404 78,978 －
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

前連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

１．費用計上額及び科目名

　　該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

種類 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第６回新株予約権

付与対象者の
区分及び人数
（注）１

当社取締役２名 当社従業員６名

当社取締役３名
当社従業員50名
子会社役員１名
子会社従業員７名

株式の種類及
び付与（注）２

普通株式 72,000株 普通株式 11,100株 普通株式　82,800株

付与日 平成18年２月28日 平成19年３月30日 平成25年２月12日

権利確定条件

・当社の株式が株式会社東京

証券取引所またはその他の

証券取引所が開設する証券

市場に上場する日から１年

を超える日までは権利行使

できない。

・権利行使時において、当社

または当社の子会社の取締

役、監査役、執行役員また

は使用人であることを要す

る。

・当社の株式が株式会社東京

証券取引所またはその他の

証券取引所が開設する証券

市場に上場する日から１年

を超える日までは権利行使

できない。

・権利行使時において、当社

または当社の子会社の取締

役、監査役、執行役員また

は使用人であることを要す

る。

・当社の株式が株式会社東京

証券取引所またはその他の

証券取引所が開設する証券

市場に上場する日から１年

を超える日までは権利行使

できない。

・権利行使時において、当社

または当社の子会社の取締

役、監査役、執行役員また

は使用人であることを要す

る。

対象勤務期間 ― ― ―

権利行使期間
平成27年２月９日
～平成28年２月20日

平成27年２月９日
～平成29年３月26日

平成27年２月９日
～平成35年２月８日

 

(注)１　付与対象者の区分については、付与日現在の区分を記載しております。

２　株式数に換算して記載しております。なお、平成25年４月１日付株式分割（１株につき300株の割合）による

分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

 

①  ストック・オプションの数

 提出会社

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第６回新株予約権

権利確定前（株）    
前連結会計年度末 72,000 7,800 80,700

付与 ― ― ―

失効 ― ― 2,400

権利確定 ― ― ―

未確定残 72,000 7,800 78,300

権利確定後（株）    
前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―
 

（注）株式数に換算して記載しております。なお、平成25年４月１日付株式分割（１株につき300株の割合）による分

割後の株式数に換算して記載しております。
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②  単価情報

会社名 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第６回新株予約権

権利行使価格
(円)

625 1,000 1,667

行使時平均株価
(円)

― ― ―

付与日における
公正な評価単価
(円)

― ― ―

 

(注)平成25年４月１日付株式分割（１株につき300株の割合）による調整後の権利行使価格を記載しております。なお

第２回新株予約権については、条件変更を行いましたが、条件変更日におけるストック・オプションの公正な評

価単価が付与日の公正な評価単価以下となったため、公正な評価単価の見直しをおこなっておりません。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度に付与されたストック・オプションはありません。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

 

５．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値の合計額及び権

利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

①当連結会計年度末における本源的価値の合計額                                    ―千円

②当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

―千円
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

未払事業税 2,662千円 71千円

棚卸資産評価損 1,160千円 59,838千円

ポイント引当金 3,417千円 6,173千円

賞与引当金 6,008千円 7,298千円

資産除去債務 689千円 877千円

減価償却超過額 213千円 643千円

事業整理損失引当金 －千円 8,549千円

概算未払金 －千円 4,771千円

関係会社出資金評価損 22,689千円 21,275千円

繰越欠損金 12,485千円 273,475千円

その他 1,061千円 169千円

繰延税金資産小計 50,388千円 383,143千円

評価性引当額 △12,485千円 △383,143千円

繰延税金資産合計 37,903千円 －千円
 

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当連結会計年度
(平成26年９月30日)

法定実効税率 38.0％ －％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4％ －％

住民税均等割等 5.1％ －％

繰延税金資産評価性引当額の増減（△は減少） △16.9％ －％

海外子会社税率差異 △6.0％ －％

グループ間棚卸資産未実現 1.3％ －％

その他 0.9％ －％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.8％ －％
 

（注）当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 
(企業統合等関係)

  該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、事業活動を基礎とした商品別のセグメントから構成されており、「衣料品販売事業」「玩具・雑

貨販売事業」「その他事業」の３つを報告セグメントとしております。

「衣料品販売事業」は、主に自社企画を行い、生産管理までを一貫して行った衣料品を中心としたファッション関

連商品をインターネット及びモバイルショッピングサイト「夢展望」により販売を行っております。

「玩具・雑貨販売事業」は、国内玩具メーカーからの発注に基づき、玩具製品を主に中国の協力工場より仕入れ、

玩具メーカー向けに販売しております。

「その他事業」は、広告販売事業、卸売事業、実店舗事業、コンタクトレンズ販売事業、健康食品販売事業、週刊

誌面通信販売事業及びアプリ開発事業で構成されており、広告販売事業は当社サイトにて衣料品及び服飾品等をご購

入頂いたお客様に対して、当社商品送付時に広告元企業の商品ＰＲのチラシ等を同梱することにより収入を得る事業

となっております。また卸売事業は当社衣料品を事業者向けに販売している事業、実店舗事業は当社衣料品を実店舗

にて販売を行う事業、コンタクトレンズ販売事業はコンタクトレンズの仕入販売を行う事業、健康食品販売事業はス

ムージー等の健康食品を販売する事業、週刊誌面通信販売事業は週刊誌面上にて当社グループの商品を販売する事

業、アプリ開発事業はスマートフォン用アプリを業務委託先とともに開発し配信する事業となっております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載

と概ね同一であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント
連結財務諸表
計上額衣料品

販売事業
玩具・雑貨
販売事業

その他事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,403,164 1,012,356 348,530 6,764,051 6,764,051

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 5,403,164 1,012,356 348,530 6,764,051 6,764,051

セグメント利益又は損失（△） 182,854 △18,682 3,639 167,810 167,810

セグメント資産 2,625,217 249,735 80,092 2,955,046 2,955,046

その他の項目      

  減価償却費 91,593 1,356 － 92,949 92,949

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

127,908 821 － 128,729 128,729
 

　（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、連結財務諸表計上額の営業利益と一致しております。

 

当連結会計年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント
連結財務諸表
計上額衣料品

販売事業
玩具・雑貨
販売事業

その他事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 4,832,316 1,261,308 446,241 6,539,867 6,539,867

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 4,832,316 1,261,308 446,241 6,539,867 6,539,867

セグメント利益又は損失（△） △643,107 39,516 △148,259 △751,850 △751,850

セグメント資産 1,952,498 270,729 114,959 2,338,187 2,338,187

その他の項目      

  減価償却費 103,347 912 609 104,869 104,869

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

155,469 － 8,973 164,442 164,442
 

　（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、連結財務諸表計上額の営業損失（△）と一致しております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

(単位：千円)

日本 中国 その他 合計

47,243 9,591 3,523 60,359
 

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載しておりませ

ん。

 

当連結会計年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

(単位：千円)

日本 中国 その他 合計

74,232 1,590 － 75,823
 

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載しておりませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日）

  該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

  該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日）

  該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

  該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日）

  該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

  該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項はありません。

 

　　　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項はありません。

 

　　　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり純資産額 808円98銭 165円44銭

１株当たり当期純利益金額又

は　　　　　　当期純損失金額（△）
66円07銭 △647円04銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 64円91銭 －
 

（注）１　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

　　　２　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり当期純利益金額又
は　　　　　　当期純損失金額（△）

  

当期純利益金額又

は　　　　　　　　　　　当期純損失金

額（△）(千円)

74,147 △908,447

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る当期純利益金額

　又は当期純損失金額（△）(千円)
74,147 △908,447

　普通株式の期中平均株式数(株) 1,122,247 1,404,000

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 20,130 －

　（うち新株予約権（株）） （20,130） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

　　　　　　　　－ －

 

　　　　３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(平成25年９月30日)
当連結会計年度

(平成26年９月30日)

純資産の部の合計額（千円） 1,135,810 232,281

普通株式に係る純資産額(千円) 1,135,810 232,281

普通株式の発行済株式数(株) 1,404,000 1,404,000

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式数(株)
1,404,000 1,404,000

 

 ４ 当社は、平成25年４月１日付で普通株式につき300株の株式分割を行っております。前連結会計年の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額を算定しております。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 200,000 200,000 1.06 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 232,352 295,620 2.10 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,577 1,628 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

517,300 858,185 2.03 平成27年～平成31年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

3,025 1,396 ― 平成27年～平成28年

合計 954,255 1,356,830 ― ―
 

(注) １  「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２  リース債務の平均利率についてはリース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配分

しているため、記載しておりません。

３  長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。
 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 368,850 263,953 146,404 78,978

リース債務 1,396 ― ― ―

合計 370,246 263,953 146,404 78,978
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 2,199,513 3,847,075 5,237,443 6,539,867

税金等調整前四半期
純利益金額又は
税金等調整前四半期
(当期)純損失金額
（△）

(千円) 93,370 △170,153 △358,492 △858,648

四半期純利益金額又
は四半期（当期）純
損失金額（△）

(千円) 68,776 △210,531 △400,108 △908,447

１株当たり四半期
純利益金額又は
１株当たり四半期
（当期）純損失金額
（△）

(円) 48.99 △149.95 △284.98 △647.04

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益金額又は
１株当たり四半期
純損失金額（△）

(円) 48.99 △198.94 △135.03 △362.06
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          前事業年度
(平成25年９月30日)

当事業年度
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 909,544 744,682

  受取手形 － 4,058

  売掛金 419,595 288,905

  商品 ※1  938,378 ※1  630,106

  前渡金 ※2  40,714 2,845

  前払費用 14,258 18,565

  未収入金 ※2  58,050 ※2  38,473

  1年内回収予定の関係会社長期貸付金 7,076 7,181

  繰延税金資産 14,310 －

  その他 94 234

  貸倒引当金 △1,185 △542

  流動資産合計 2,400,836 1,734,510

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 23,715 51,523

   工具、器具及び備品（純額） 19,277 19,959

   リース資産（純額） 4,250 2,750

   有形固定資産合計 47,243 74,232

  無形固定資産   

   ソフトウエア 164,813 195,811

   ソフトウエア仮勘定 15,540 －

   商標権 4,756 4,896

   リース資産 4,620 628

   無形固定資産合計 189,731 201,336

  投資その他の資産   

   出資金 3 3

   関係会社出資金 118,342 118,342

   関係会社長期貸付金 12,701 5,520

   長期前払費用 2,446 879

   繰延税金資産 23,592 －

   差入保証金 19,445 33,851

   投資その他の資産合計 176,531 158,597

  固定資産合計 413,506 434,165

 資産合計 2,814,343 2,168,676
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           (単位：千円)

          前事業年度
(平成25年９月30日)

当事業年度
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 268,171 187,943

  短期借入金 200,000 200,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※1，3  232,352 ※1，3  295,620

  リース債務 1,577 1,628

  未払金 307,602 327,825

  未払費用 2,093 8,957

  未払法人税等 25,153 2,699

  未払消費税等 7,105 －

  前受金 － 244

  預り金 4,943 5,827

  ポイント引当金 8,990 17,321

  賞与引当金 13,747 17,908

  返品調整引当金 190 475

  移転損失引当金 2,602 －

  事業整理損失引当金 － 18,317

  流動負債合計 1,074,530 1,084,769

 固定負債   

  長期借入金 ※1，3  517,300 ※1，3  858,185

  リース債務 3,025 1,396

  長期未払金 2,656 1,430

  固定負債合計 522,981 861,012

 負債合計 1,597,512 1,945,781

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 592,185 592,185

  資本剰余金   

   資本準備金 430,560 430,560

   資本剰余金合計 430,560 430,560

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 194,086 △799,850

   利益剰余金合計 194,086 △799,850

  株主資本合計 1,216,831 222,894

 純資産合計 1,216,831 222,894

負債純資産合計 2,814,343 2,168,676
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

当事業年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 5,696,703 4,974,356

売上原価 ※  2,714,650 ※  2,711,009

売上総利益 2,982,053 2,263,346

返品調整引当金戻入額 － 190

返品調整引当金繰入額 190 475

差引売上総利益 2,981,862 2,263,062

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 459,308 543,579

 販売手数料 259,761 254,076

 運賃梱包費 674,952 635,903

 広告宣伝費 609,624 633,236

 減価償却費 85,748 99,195

 賞与引当金繰入額 13,747 17,908

 ポイント引当金繰入額 8,990 17,321

 その他 ※  704,709 ※  941,356

 販売費及び一般管理費合計 2,816,841 3,142,577

営業利益又は営業損失（△） 165,020 △879,515

営業外収益   

 受取利息 ※  221 ※  456

 受取損害賠償金 － 3,621

 その他 257 464

 営業外収益合計 479 4,542

営業外費用   

 支払利息 24,301 22,716

 為替差損 7,614 4,444

 株式交付費 11,343 －

 株式公開費用 12,779 －

 その他 2,755 6,060

 営業外費用合計 58,794 33,222

経常利益又は経常損失（△） 106,704 △908,195

特別損失   

 固定資産除却損 13 11,159

 事業整理損失 － 13,387

 事業整理損失引当金繰入額 － 18,317

 移転損失引当金繰入額 2,602 －

 特別損失合計 2,616 42,865

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 104,088 △951,060

法人税、住民税及び事業税 47,200 4,973

法人税等調整額 △23,923 37,903

法人税等合計 23,276 42,876

当期純利益又は当期純損失（△） 80,811 △993,937
 

 

EDINET提出書類

夢展望株式会社(E27615)

有価証券報告書

80/95



③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年10月１日　至 平成25年９月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 161,625 － － 113,275 113,275 274,900 274,900

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

新株の発行 430,560 430,560 430,560 　 　 861,120 861,120

当期純利益 　 　 　 80,811 80,811 80,811 80,811

当期変動額合計 430,560 430,560 430,560 80,811 80,811 941,931 941,931

当期末残高 592,185 430,560 430,560 194,086 194,086 1,216,831 1,216,831
 

 

 当事業年度(自 平成25年10月１日　至 平成26年９月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 592,185 430,560 430,560 194,086 194,086 1,216,831 1,216,831

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

新株の発行 － － －   － －

当期純損失（△） 　 　 　 △993,937 △993,937 △993,937 △993,937

当期変動額合計 － － － △993,937 △993,937 △993,937 △993,937

当期末残高 592,185 430,560 430,560 △799,850 △799,850 222,894 222,894
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１.有価証券の評価基準及び評価方法

 　関係会社出資金

移動平均法による原価法

 

２.たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

 

３.固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物              　３～15年

工具、器具及び備品  ２～８年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、商標権については10年、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 

　４．繰延資産の処理方法

　　　株式交付費

　　　　支出時に全額費用として処理しております。

 

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) ポイント引当金

販売促進を目的とするポイント制度に基づき顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、将来

の使用による費用負担見込額を計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

　(4) 返品調整引当金

商品の返品による損失に備えるため、過去における返品率等を勘案し、返品見込額利益相当額を計上しておりま

す。

(5) 移転損失引当金

支店等の移転に伴って発生すると見込まれる損失額を計上しております。

(6) 事業整理損失引当金

事業の整理に伴い発生する損失に備えるため、損失見込額を計上しております。
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６.外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益としております。

 
７.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 
（表示方法の変更）

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表等規

則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　また、財務諸表等規則に第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に変

更しております。

 
以下の事項について、記載を省略しております。

　・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

　・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。

　・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記については、同条第３項により、記載

を省略しております。

　・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項により、

記載を省略しております。

　・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益額に関する注記については、同条第

４項により、記載を省略しております。

　・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略しており

ます。
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(貸借対照表関係)

※１  担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

商品 938,378千円 630,106千円
 

 

担保付債務

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

運転資金借入金   

      （うち、１年内返済予定の長期借入金） 87,500千円 87,500千円

      （うち、長期借入金） 381,250千円 293,750千円
 

 

※２ 関係会社に対する資産

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている主なものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

未収入金 51,283千円 23,434千円

前渡金 38,014千円 ―千円
 

 

※３ 財務制限条項

前事業年度(平成25年９月30日)

 借入金のうち、株式会社三井住友銀行をアレンジャー兼エージェントとした金融機関４社からなるシンジ

ケート団との間で、返済期限を平成29年３月31日とするシンジケートローン契約（契約日：平成24年３月27日 

契約金額600,000千円）を締結しており、当事業年度末現在468,750千円の借入残高があります。この契約には

財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務について期限の利益を喪失

する可能性があります。

 

財務上の基準　

①事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、169百万円、又は、直近の事業年

度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高

い方の金額以上に維持すること。

②各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を、２期連続して損失としないこと。

③３ヶ月毎の当社在庫残の鑑定評価額とリザーブ口座残高の合計額を250百万円以上とすること。

　

当事業年度(平成26年９月30日)

 借入金のうち、株式会社三井住友銀行をアレンジャー兼エージェントとした金融機関４社からなるシンジ

ケート団との間で、返済期限を平成29年３月31日とするシンジケートローン契約（契約日：平成24年３月27日 

契約金額600,000千円）を締結しており、当事業年度末現在381,250千円の借入残高があります。この契約には

財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上のすべての債務について期限の利益を喪失

する可能性があります。
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財務上の基準　

①事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額（但し、借入人の単体損益計算書に

おいて減損損失が計上される場合は、その金額を加算する。）を、169百万円以上に維持すること。又、翌事業年

度末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高

い方の金額以上に維持すること。

②当事業年度末日及びそれ以降における各事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を、２期連

続して損失としないこと。

③３ヶ月毎の当社在庫残の鑑定評価額とリザーブ口座残高の合計額を250百万円以上とすること。

 
(損益計算書関係)

※ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

当事業年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

仕入高 971,565千円 320,495千円

業務委託費 112,000千円 173,720千円

受取利息 72千円 249千円
 

 

(有価証券関係)

前事業年度(平成25年９月30日)

関係会社出資金（当事業年度の貸借対照表計上額118,342千円）は市場価格がなく、時価を把握することがきわめて

困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度(平成26年９月30日)

関係会社出資金（当事業年度の貸借対照表計上額118,342千円）は市場価格がなく、時価を把握することがきわめて

困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

未払事業税 2,662千円 71千円

棚卸資産評価損 1,160千円 59,838千円

ポイント引当金 3,417千円 6,173千円

賞与引当金 6,008千円 7,298千円

資産除去債務 689千円 877千円

減価償却超過額 213千円 643千円

関係会社出資金評価損 22,689千円 21,275千円

事業整理損失引当金 －千円 6,528千円

概算未払金 －千円 4,771千円

その他 1,061千円 169千円

繰越欠損金 －千円 265,483千円

繰延税金資産小計 37,903千円 373,130千円

評価性引当額 －千円 △373,130千円

繰延税金資産合計 37,903千円 －千円
 

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成25年９月30日)
当事業年度

(平成26年９月30日)

法定実効税率 38.01％ －％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5％ －％

住民税均等割等 4.8％ －％

繰延税金資産評価性引当額の減少 △21.8％ －％

その他 △0.1％ －％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.4％ －％
 

　（注）当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区　分
資産の
種　類

当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期償却額
(千円)

当期末残高
(千円)

減価償却
累計額
（千円）

有形固
定資産 建物 23,715 37,385 534 9,043 51,523 34,309

工具、器具及び
備品

19,277 14,167 266 13,219 19,959 94,199

リース資産 4,250 － － 1,500 2,750 7,750

計 47,243 51,552 800 23,763 74,232 136,259

無形固
定資産 ソフトウエア 164,813 110,301 9,145 70,158 195,811 249,134

ソフトウエア
仮勘定

15,540 － 15,540 － － －

商標権 4,756 2,409 1,515 754 4,896 1,259

リース資産 4,620 － － 3,992 628 45,124

計 189,731 112,711 26,200 74,905 201,336 295,517
 

(注)  当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

  
建物  
　内装工事・電話機移設工事等 37,385千円

工具、器具及び備品  
　サーバー等ＰＣ周辺機器 14,167千円

ソフトウエア  
　基幹システムの構築・改良等 110,301千円

 

 

【引当金明細表】

科目
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 1,185 542 1,185 542

ポイント引当金 8,990 17,321 8,990 17,321

賞与引当金 13,747 17,908 13,747 17,908

返品調整引当金 190 475 190 475

移転損失引当金 2,602 － 2,602 －

事業整理損失引当金 － 18,317 － 18,317
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 毎年９月30日

剰余金の配当の基準日 毎年３月31日、毎年９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

    取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号  三井住友信託銀行株式会社  証券代行部

    株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社

    取次所 ―

    買取手数料 株式の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日
本経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
http://www.dreamv.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) 当社の定款の定めにより、単元未満株主は次に掲げる権利以外の権利を行使することはできません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定により請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第16期(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)平成25年12月27日近畿財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成25年12月27日近畿財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第17期第１四半期(自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日)平成26年２月14日近畿財務局長に提出

第17期第２四半期(自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日)平成26年５月15日近畿財務局長に提出

第17期第３四半期(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)平成26年８月14日近畿財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書

平成26年５月９日近畿財務局長に提出。

 
(5) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（4）の臨時報告書の訂正報告書）　平成26年５月28日近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 
 

 

平成26年12月25日
 

 

夢展望株式会社

   取   締   役   会 御中
 

 

 

有限責任監査法人  トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    寺    田    勝    基    ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    井    上    嘉    之    ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる夢展望株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、夢

展望株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、夢展望株式会社の平成26年９

月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、夢展望株式会社が平成26年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２. XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 
 

 

平成26年12月25日
 

 

夢展望株式会社

   取   締   役   会 御中
 

 

 

有限責任監査法人  トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    寺    田    勝    基    ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    井    上    嘉    之    ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる夢展望株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、夢展望

株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２. XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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